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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第10期、第11期及び第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び遡及修正後の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３．第10期、第11期及び第12期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

４．アルバイト（臨時従業員）については、従業員の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

５．遡及修正後の１株当たり指標につきましては、以下に実施した株式分割を加味した調整（遡及修正）を行っ

ております。 

平成17年８月22日付実施の株式分割（１株を３株に分割） 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（千円） 12,805,962 11,090,959 11,071,504 10,623,995 15,997,513 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△1,317,131 △882,958 70,550 350,223 1,006,826 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
△1,247,588 △1,954,538 △392,091 308,319 509,554 

純資産額（千円） 15,717,894 13,511,233 13,185,568 13,410,926 16,662,365 

総資産額（千円） 19,927,285 17,171,902 17,037,692 19,483,221 24,034,964 

１株当たり純資産額（円） 126,800.08 110,472.83 108,591.61 110,277.30 45,236.57 

遡及修正後の１株当たり純資

産額（円） 
42,266.69 36,824.28 36,197.20 36,759.10 45,236.57 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円） 
△10,058.68 △15,851.78 △3,288.75 2,501.56 1,346.70 

遡及修正後の１株当たり当期

純利益又は当期純損失（△）

（円） 

△3,352.89 △5,283.93 △1,096.25 833.85 1,346.70 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 2,489.86 1,337.16 

遡及修正後の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益（円） 
－ － － 829.95 1,337.16 

自己資本比率（％） 78.9 78.7 77.4 68.8 69.3 

自己資本利益率（％） △7.7 △13.4 △2.9 2.3 3.4 

株価収益率（倍） － － － 48.4 42.5 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△253,043 463,715 193,629 501,679 1,056,957 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△911,844 △172,714 110,351 △3,187,948 1,322,948 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△157,397 △175,218 △135,694 9,950 △1,217,129 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
6,387,423 6,455,802 6,570,787 3,894,263 5,203,355 

従業員数（人） 453 375 358 451 541 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第10期、第11期及び第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び遡及修正後の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３．第10期、第11期及び第12期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

４．アルバイト（臨時従業員）が従業員の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

５．遡及修正後の１株当たり指標につきましては、以下に実施した株式分割を加味した調整（遡及修正）を行っ

ております。 

平成17年８月22日付実施の株式分割（１株を３株に分割） 

６．第13期の経営指標等の大幅な変動は、平成16年10月１日の会社分割により純粋持株会社へ移行したことに伴

うものであります。 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高又は営業収益（千円） 7,154,431 5,743,391 5,439,616 2,929,417 935,653 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△472,985 △470,767 △232,381 △54,636 21,190 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
△411,066 △1,783,453 △1,167,341 346,798 313,582 

資本金（千円） 5,315,900 5,315,900 5,315,900 5,315,900 5,315,900 

発行済株式総数（株） 124,056 124,056 124,056 124,056 372,168 

純資産額（千円） 15,870,050 13,898,122 12,810,579 13,110,107 16,209,558 

総資産額（千円） 18,531,458 16,220,098 15,185,335 14,179,671 18,520,366 

１株当たり純資産額（円） 128,027.56 113,636.18 105,573.39 107,839.07 44,020.38 

遡及修正後の１株当たり純資

産額（円） 
42,675.85 37,878.73 35,191.13 35,946.36 44,020.38 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額）

（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

160.0 

(－) 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円） 
△3,314.22 △14,464.24 △9,577.60 2,854.50 827.09 

遡及修正後の１株当たり当期

純利益又は当期純損失（△）

（円） 

△1,104.74 △4,821.41 △3,192.53 951.50 827.09 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 2,841.15 821.23 

遡及修正後の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益（円） 
－ － － 947.05 821.23 

自己資本比率（％） 85.6 85.7 84.4 92.5 87.5 

自己資本利益率（％） △2.6 △12.0 △8.7 2.7 2.1 

株価収益率（倍） － － － 42.4 69.2 

配当性向（％） － － － － 19.3 

従業員数（人） 201 213 201 10 12 



２【沿革】 

年月 事項

平成４年１月 株式会社ラジオ技術社（現 株式会社インプレスコミュニケーションズ）に、当社代表取締役塚本慶一郎が資本参加。 

平成４年４月 IT関連誌の出版を目的として株式会社インプレスを東京都港区南青山六丁目1番32号に設立。 

平成４年６月 株式会社リットーミュージックに、当社代表取締役塚本慶一郎が資本参加。 

平成４年７月 株式会社エムディエヌコーポレーションに、当社代表取締役塚本慶一郎が資本参加。 

平成５年10月 株式会社ラジオ技術社から株式会社インプレス販売（現 株式会社インプレスコミュニケーションズ）に商号を変更。 

平成５年３月 パソコン関連誌「ドスブイパワーレポート」創刊。 

平成６年３月 パソコン入門者向け解説書籍、できるシリーズ第一号「できるExcel 5.0 Windows対応」発行。 

平成６年９月 インターネット情報誌「インターネットマガジン」創刊。 

平成６年11月 インターネットWWWサーバーを開設。インターネットによる情報サービスを本格的に開始。 

平成７年８月 オンライン直販サイト「インプレスダイレクト」開設。（株式会社インプレス販売:現 株式会社インプレスコミュニケー

ションズ） 

平成７年10月 米国でのインターネット関連事業を推進するため、子会社IPG Network, Inc.を設立。 

平成８年２月 株式会社インプレス、株式会社リットーミュージックの広告営業部門を分社化し、「株式会社インプレスエイアンドディ」

を当社代表取締役塚本慶一郎が設立。 

平成８年２月 電子メールを利用したインターネット関連の情報配信サービス「impress Watch」の第一号として「INTERNET Watch」を創

刊。 

平成９年11月 本店を東京都港区南青山四丁目17番49号に移転。 

平成10年１月 インプレスダイレクトにてグループ外商品のオンライン販売に着手。（株式会社インプレス販売:現 株式会社インプレス

コミュニケーションズ） 

平成11年９月 株式会社インプレス販売（現 株式会社インプレスコミュニケーションズ）の全株式を取得し完全子会社化。 

平成11年10月 本店を東京都千代田区三番町20番地に移転。 

平成11年12月 株式交換により株式会社リットーミュージック、株式会社エムディエヌコーポレーション、株式会社インプレスエイアンド

ディ、株式会社ミュージックメディアリサーチ（株式会社リットーミュージックの子会社）の全株式を取得し完全子会社

化。株式会社インプレスを事業持株会社としたグループ運営をスタート。 

平成12年２月 ｉモード向け情報サービス「impress NEWS」をスタート。 

平成12年４月 株式会社インプレス販売を存続会社として、株式会社インプレスエイアンドディと株式会社インプレス販売を対等合併、株

式会社インプレスコミュニケーションズに商号を変更。 

平成12年10月 東京証券取引所 市場第一部上場 

平成12年12月 株式会社クリエイターズギルドの株式を取得し子会社化。 

平成13年２月 韓国の金融情報提供会社「PaxNet, Inc.」と合弁で株式会社パックスネットインプレスを設立。 

平成13年８月 IPG Network, Inc.がImpress Capital, Inc. に商号を変更。 

平成15年３月 株式会社パックスネットインプレスが清算手続きを完了。 

平成16年３月 電子書籍の市場拡大を目的とした株式会社リーディングスタイルを設立。 

平成16年５月 コンピュータサイエンス及び数学・電子工学分野の専門出版を行う株式会社近代科学社の全株式を取得。 

平成16年８月 オープンソースに関する情報メディアサービスを行う株式会社シンクイットの株式を取得し子会社化。 

平成16年10月 会社分割により株式会社インプレスを新設し、同社に出版メディア事業・デジタルメディア事業等の営業の全部を承継、当

社はこの会社分割を機に商号を株式会社インプレスホールディングスに変更のうえ純粋持株会社となる。 

平成17年３月 企画・発想・コミュニケーション力の源泉となる情報編集に関する教育学習事業を行う株式会社編集工学研究所の株式を取

得し子会社化。 

平成17年３月 医学・医療分野の専門出版を行う株式会社メディカルトリビューンの株式を取得し子会社化。 

平成17年10月 株式会社インプレスからの会社分割により、同社のデジタルメディア事業等の営業の一部を承継した「株式会社

Impress Watch」を設立。 

    



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社18社及び関連会社４社により構成されており、メディア形態に基づき「デジタルメデ

ィア事業」と「出版メディア事業」を事業の種類別セグメントに設定しております。 

 なお、当社は純粋持株会社として、グループ全体の経営を統轄しております。 

 当社グループの事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

（注）１.㈱インプレスは平成18年4月3日付で㈱インプレスR&D及び㈱air impressを会社分割により新設し、㈱インプレ

スは同日付で㈱インプレスジャパンに商号変更をしております。 

２.㈱リーディングスタイルは平成18年4月1日付で㈱hon.jpに商号変更をしております。 

事業の種類別セグメント 事業区分 事業内容 主要な会社 

デジタルメディア事業 

(デジタルメディアに

主導されたコンテンツ

の発行及び関連する事

業) 

コンテンツ デジタル総合ニュースサービス

「impress Watch」、インターネット動画メディア

「インプレスTV」、オープンソース情報サービス

「シンクイット」等のデジタルコンテンツの販売

及びデジタルメディア広告収入等 

㈱インプレス 

㈱Impress Watch 

㈱シンクイット 

ＥＣ 

(電子商取引) 

オンライン直販サイト「インプレスダイレクト」

での物販等 

㈱インプレスコミュニケーションズ 

その他 インターネットを利用した各種サービス提供、OEM

製品の供給、Ｗｅｂ制作等の受託制作、電子書籍

のプロモーション、システムインテグレーション

事業、教育・研修事業等 

㈱インプレス 

㈱クリエイターズギルド 

㈱シンクイット 

㈱編集工学研究所 

㈱リーディングスタイル 

出版メディア事業 

(雑誌・書籍・新聞等

のメディアに主導され

たコンテンツの発行及

び関連する事業等) 

ＩＴ分野 雑誌、ムック（不定期刊行物）、書籍等の企画制

作、販売及び雑誌・ムックの広告収入 

㈱インプレスコミュニケーションズ 

㈱インプレス 

㈱近代科学社 

音楽分野 雑誌、ムック、書籍、ビデオ、ＤＶＤ等の企画制

作、販売及び雑誌・ムックの広告収入 

㈱インプレスコミュニケーションズ 

㈱リットーミュージック 

デザイン分野 雑誌、ムック、書籍等の企画制作、販売及び雑

誌・ムックの広告収入 

㈱インプレスコミュニケーションズ 

㈱エムディエヌコーポレーション 

医療分野 国際医学新聞・医学書の発行事業、医学学会関連

事業、医学コンベンション事業 

㈱メディカルトリビューン 



 以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．㈱メディカルトリビューンは特定子会社に該当しております。 

３．㈱インプレス、㈱メディカルトリビューン及び㈱リットーミュージックは、売上高（連結会社相互間の内

部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等 

㈱インプレス           (1）売上高       5,036,317千円 

(2）経常利益       133,875千円 

(3）当期純利益       61,386千円 

(4）純資産額       1,917,849千円 

(5）総資産額      3,110,143千円 

名称 住所 
資本金
（千円） 

主要な事業の
内容 

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容

（連結子会社）           

㈱インプレスコミュニケー

ションズ 
東京都千代田区 183,000 

出版メディア事業 

デジタルメディア

事業 

100.0 役員の兼任あり。 

㈱インプレス 東京都千代田区 90,000 

出版メディア事業 

デジタルメディア

事業 

100.0 役員の兼任あり。 

㈱メディカルトリビューン 東京都千代田区 583,660 出版メディア事業 85.2 役員の兼任あり。 

㈱リットーミュージック 東京都千代田区 169,000 出版メディア事業 100.0 役員の兼任あり。 

㈱エムディエヌコーポレー

ション 
東京都千代田区 15,000 出版メディア事業 100.0 役員の兼任あり。 

㈱近代科学社 東京都新宿区 10,000 出版メディア事業 100.0 役員の兼任あり。 

㈱Impress Watch 東京都千代田区 50,000 
デジタルメディア

事業 
100.0 役員の兼任あり。 

㈱クリエイターズギルド 東京都渋谷区 51,900 
デジタルメディア

事業 
96.3 役員の兼任あり。 

㈱シンクイット 東京都千代田区 33,500 
デジタルメディア

事業 
89.6 役員の兼任あり。 

㈱編集工学研究所 東京都港区 227,000 
デジタルメディア

事業 
83.6 役員の兼任あり。 

㈱リーディングスタイル 東京都千代田区 20,000 
デジタルメディア

事業 
100.0 役員の兼任あり。 

Impress Capital, Inc. 

米国 

カリフォルニア州 

バーリンガム市 

130万ドル 全社 
100.0 

（12.4）
役員の兼任あり。 

（持分法適用非連結子会

社） 
          

 ㈱金芳堂 京都府京都市 10,000 出版メディア事業 
85.2 

（85.2）
  

（持分法適用関連会社）           

カルチャープレス㈱ 東京都世田谷区 166,000 
デジタルメディア

事業 
30.1   

デジブックジャパン㈱ 東京都千代田区 254,375 
デジタルメディア

事業 
23.8  役員の兼任あり 



㈱メディカルトリビューン     (1）売上高       4,456,707千円 

(2）経常利益        790,214千円 

(3）当期純利益       409,260千円 

(4）純資産額       645,220千円 

(5）総資産額      2,596,799千円 

㈱リットーミュージック      (1）売上高       3,289,032千円 

(2）経常利益       326,755千円 

(3）当期純利益      181,566千円 

(4）純資産額       893,165千円 

(5）総資産額       1,915,839千円 

４．議決権の所有割合の欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属してい

る人員数であります。 

３．従業員増加の主な要因は、デジタルメディア事業における新規連結子会社㈱シンクイット、㈱編集工学研究

所及び㈱リーディングスタイルの従業員35名が加わったこと、出版メディア事業における各分野の事業拡大

による増員によるものであります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

当社グループにおいては、国内連結子会社1社で労働組合が組織されております。なお、労使関係は円満に推移し

ております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

デジタルメディア事業 121 

出版メディア事業 376 

全社（共通） 44 

合計 541 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

12 41.3 7.4 8,875,000 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

（当連結会計年度の業績全般の概況） 

 当連結会計年度における日本経済は、好調な企業収益が設備投資の増加、雇用情勢の改善、個人消費の増加に

波及し、徐々に景気回復基調を強めております。 

 しかしながら、出版業界におきましては、社団法人全国出版協会・出版科学研究所の調査によると、雑誌は8

年連続の販売減、書籍はベストセラーの影響でプラス成長となった前年の反動もあり販売減となるなど、引続き

厳しい状況が続いております。 

 一方、インターネットのブロードバンド化は順調に進展し、ブログ、ソーシャルネットワーキング・サービス

等の個人の情報配信、ネットワークサービスの利用が拡大しております。また、株式会社電通の調査によると、

2005年のインターネット広告市場は前年比154.8％の高い成長となり、低迷する雑誌広告の市場規模に接近しつ

つあります。 

 

 このような状況の中、当社グループの連結売上高は、既存事業の増収、売上総利益率の改善に加え、当連結会

計年度から新規参入いたしました医療分野等の業績寄与により、前年同期（10,623百万円）比50.6％増の15,997

百万円、営業利益は前年同期（299百万円）比252.1％増の1,054百万円、経常利益は前年同期（350百万円）比

187.5％増の1,006百万円、当期純利益は前年同期（308百万円）比65.3％増の509百万円となりました。なお、当

連結会計年度は、資金運用目的で保有していた一部の債券の売却による売却損及び一部関係会社の資産内容の見

直しによる株式評価損等により243百万円の特別損失を計上、一方保有株式の売却により253百万円の特別利益を

計上しております。 

（事業の種類別セグメントの概況） 

 前連結会計年度に行ったM&A等により、当連結会計年度から新たに損益計算書まで連結することとなった子会

社は５社あり、各社の事業内容及び事業セグメント上の区分は下記のとおりであります。 

■デジタルメディア事業 

     (注)  ㈱リーディングスタイルは平成18年４月１日付で㈱hon.jpに商号を変更しております。 

■出版メディア事業 

①デジタルメディア事業 

 「コンテンツ事業」では、当連結会計年度より新規メディアであるオープンソースに関する企業システム情報

サイト「ThinkIT」（http://www.thinkit.co.jp/）のアクセス数及び登録会員数が順調に拡大し、専門メディア

としての認知度が高まってまいりました。また、主力のITニュースサービスにつきましても、定番コンテンツが

引続き高いアクセスを集め、近年開始いたしました「デジカメWatch」等の新規媒体も大幅にアクセス数が伸長

いたしました。これらの結果、専門メディアとしての広告媒体価値も高まったことから、コンテンツ販売及び広

告収入ともに増収となり、売上高は前年同期（1,066百万円）比22.2％増の1,303百万円となりました。 

 「EC事業」では、企業向けを中心としたソフトウェアライセンスの販売及び手数料収入等は増加いたしました

が、一般顧客向けのPCパッケージソフト、CD/DVD等の販売が減収となり、売上高は前年同期（839百万円）比

5.3％減の795百万円となりました。 

会社名 事業内容 事業区分 

㈱シンクイット 
エンタープライズ分野専門デジタルメディア事業 

システムインテグレーション事業 

コンテンツ事業 

その他の事業  

㈱リーディングスタイル 電子書籍に関するプロモーション事業  その他の事業  

㈱編集工学研究所 情報編集に関する教育学習事業  その他の事業  

会社名 事業内容 事業区分 

㈱近代科学社 数学/電子工学分野の専門出版事業 IT分野 

㈱メディカルトリビューン 
国際医学新聞/医学書の発行事業、医学学会関連事業、医学コ

ンベンション事業 
医療分野 



 「その他の事業」では、企業向け受託制作事業が堅調に推移し、加えて当連結会計年度からの新規事業である

システムインテグレーション事業、教育学習事業等の売上が寄与したことにより、売上高は前年同期（330百万

円）比78.6％増の589百万円となりました。 

 以上により、デジタルメディア事業の売上高は、前年同期（2,236百万円）比20.2％増の2,687百万円となりま

した。営業利益では、既存事業は利益率の高い「コンテンツ事業」等の増収により大幅な増益となりましたが、

先行投資的な段階にある新規事業の赤字の影響により前年同期（59百万円）比1.2％減の58百万円の営業利益と

なりました。 

②出版メディア事業 

 「IT分野」では、年末の大型商品である年賀状関連ムック等の販売が堅調に推移いたしましたが、月刊誌の販

売及び広告収入は減少したため、広告収入を含む雑誌・ムックの売上高は減収となりました。また、前連結会計

年度において好調に推移いたしました企業向けOEM製品は、前連結会計年度に比べ受注単価の低いデジタル製品

の受注割合が増加したことなどにより、前年同期を下回る売上実績となりました。一方、書籍につきましては、

技術及びITビジネス関連書籍等をはじめとして既刊製品を中心に販売が好調に推移し、「ひとつ上のアイディ

ア。」等のビジネス系読み物、オンライントレーダー向けの入門書等もヒットとなり、加えて当連結会計年度か

らの新カテゴリーである数学/電子工学関連の専門書籍の販売により増収となりました。全体では、雑誌・ムッ

ク、OEM製品の減収を書籍販売の増収で補い、「IT分野」の売上高は前年同期（4,057百万円）比4.6％増の4,245

百万円となりました。 

 「音楽分野」では、主力の月刊誌の販売及び広告収入が堅調に推移し、広告収入を含む雑誌・ムックの売上高

は増収となりました。また、書籍・楽譜につきましては、楽譜を中心に販売が堅調に推移し、若干の増収とな

り、DVD等映像商品につきましても、ダンス関連及び楽器教則タイトルで、既刊製品を中心に販売が好調に推移

し、増収となりました。新たな収益分野として投資を行っているダンス関連分野では、テレビ番組、イベント等

とのタイアップによるブランド浸透を図り、ムック「ヒップホップダンスでセクシーな体になる」、DVD「ダン

ス・スタイル・レゲエ」等のヒットも生まれました。また、デジタルサービスでは、楽器購入者向けの購買支援

サイト「楽器探そう！デジマート」（http://www.digimart.net/）が、前期比２倍以上のアクセスとなり、広告

媒体としての価値が高まってきました。これらの結果、「音楽分野」の売上高は、前年同期（3,147百万円）比

4.3％増の3,283百万円となりました。 

 「デザイン分野」では、主力のデザイン関連月刊2誌の販売は若干の減少となりましたが、デザインに関する

ノウハウを解説したムック「プロとして恥ずかしくないデザインの大原則」等の「大原則」シリーズが大きなヒ

ットとなり、広告収入を含む雑誌・ムックの売上高は大幅な増収となりました。また、書籍につきましても、既

刊製品を中心に販売が好調に推移したことに加え、返品率も大幅に低下したため、増収となりました。これらの

結果、「デザイン分野」の売上高は前年同期（1,182百万円）比12.0％増の1,324百万円となりました。 

 当連結会計年度からの新分野である「医療分野」では、国際医学新聞「Medical Tribune」への広告収入が堅

調に推移しました。また、受託による販促物の制作、医学学会の学会誌編集・制作並びに事務局受託事業、医学

コンベンション事業も順調に推移いたしました。これらの結果、「医療分野」の売上高は、4,456百万円となり

ました。 

 以上により、出版メディア事業は、既存分野の増収増益に加えて医療分野の寄与により、売上高は前年同期

（8,387百万円）比58.7％増の13,309百万円、営業利益は前年同期（1,160百万円）比57.1％増の1,822百万円と

なりました。 



③全社 

 事業の種類別セグメントに区分できない全社セグメントにつきましては、純粋持株会社体制となった前下期よ

り、当社がグループ会社から受取る情報システム等の経営インフラの使用料をセグメント間取引の売上高として

計上し、費用を全社で負担しております。全社セグメントの営業損失は、前年同期（920百万円）に比べて93百

万円減少し、826百万円となりました。 

 (2) キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動の結果獲得

した資金1,056百万円（前年同期501百万円）及び投資活動の結果獲得した資金1,322百万円（前年同期3,187百万

円の使用）が、財務活動の結果使用した資金1,217百万円（前年同期9百万円の獲得）を上回り、前連結会計年度

末に比べ1,309百万円増加し当連結会計年度末の残高は5,203百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの原因は次のとおりであります。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果獲得した資金は、前連結会計年度と比較して555百万円増加し1,056百万円（前年同期501百万

円）となりました。これは主に当連結会計年度において、法人税等の支払額が329百万円（前年同期91百万円）

ありましたが、税金等調整前当期純利益が1,016百万円（前年同期395百万円）、資金の支出を伴わない償却額

（減価償却費、商標権償却及び連結調整勘定償却額）が479百万円（前年同期189百万円）あったこと等によるも

のであります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果獲得した資金は1,322百万円（前年同期3,187百万円の使用）となりました。これは主に有価証

券の売却及び償還による収入が2,366百万円（前年同期3,100百万円）あり、投資有価証券の取得による支出

1,163百万円（前年同期2,639百万円）を上回ったことによりものであります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果使用した資金は1,217百万円（前年同期9百万円の獲得）となりました。これは主に短期及び長

期借入金の返済が1,384百万円（前年同期なし）あったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は当期製品製造原価により記載しており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格により記載しており、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 デジタルメディア事業の受注実績につきましては、売上に対する受注高の割合が低いため、記載を省略しており

ます。また、出版メディア事業は、見込み生産を行っているため該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

デジタルメディア事業 1,298,820 137.8 

出版メディア事業 8,501,560 151.9 

合計 9,800,380 149.8 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

デジタルメディア事業 650,156 90.7 

出版メディア事業 49,480 903.4 

合計 699,636 96.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

デジタルメディア事業 2,687,833 120.2 

出版メディア事業 13,309,680 158.7 

合計 15,997,513 150.6 

相手先 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本出版販売㈱ 1,673,766 15.8 1,740,833 10.9

㈱トーハン 1,519,655 14.3 1,694,261 10.6



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、経営方針として、マーケットをリードする専門メディアグループの形成を目標に掲げ、それぞ

れの分野で専門性の高い優れたコンテンツを生み出す情報編集力、顧客のライフスタイル及びニーズに合わせたコ

ンテンツの提供を実現するためのメディア技術力の強化により、事業の成長及び収益性の向上を図ることを基本方

針としております。また、経営体制としては、当社を持株会社とする分社経営を行っており、持株会社のグループ

経営企画及びモニタリング機能の強化と各子会社への執行権限の委譲によるスピード経営の実現を目指しておりま

す。 

 今後は、中長期的な事業の成長力を一層高めるため、下記の重点課題を掲げ、人材、新規事業及び製品/サービス

開発、情報システム等の事業インフラへの内部投資、他社との事業・資本提携等の外部投資を積極的に進め、グル

ープとしての成長力及び競争力の向上に努めます。 

①人材の確保、育成 

事業成長のための人材確保と育成、組織の活性化及び組織力の向上 

②デジタルメディア及びサービスの拡大 

クロスメディア化の推進による新規デジタルサービスの開発 

③隣接分野や新規分野の持続的な拡大 

既存隣接分野の拡大による新規顧客の獲得と顧客満足度の向上 

新規分野の拡大による新規顧客の獲得 

④メディアプラットフォームの強化 

デジタルメディア事業を支えるメディア技術力の強化 

ケータイ電子書籍関連事業における配信プラットフォームの構築 

⑤チャネルの拡大 

中国市場でのコンテンツサービス事業の強化 



４【事業等のリスク】 

 当社及び当社グループの事業上のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主

な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスクに該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重

要であると考えられる事項については、投資者に対する情報開示の観点から以下に開示しております。なお、当社はこ

れらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 

 本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在において判断した

ものであります。 

（1）経営体制及び事業内容について 

①分社経営方針について 

 当社グループは、グループ各社が事業の独自性を活かし、顧客ニーズにあった製商品を機動的に提供していくこと

で、各社及びグループ全体の企業価値の増大を図る分社経営方針をとっております。当社は、平成16年10月1日をも

って純粋持株会社へ移行、今後は分社経営を一層推し進めると共に持株会社のグループ経営監視機能を強化、機動的

なグループ経営・再編及び積極的な資本提携を行いやすい体制を構築し、企業価値の増大につとめております。 

②事業内容と特徴について 

 当社グループは、子会社18社及び関連会社4社により構成されるメディアグループであり、出版メディア事業、デ

ジタルメディア事業を主な事業としております。 

 デジタルメディア事業は、コンテンツ、ＥＣ、その他に事業区分しております。 

 コンテンツは、各種デジタルコンテンツの企画制作、インターネット等のデジタルネットワークを通じての提供を

行っており、有料コンテンツの販売に加え、コンテンツへの広告を収入としております。ＥＣは、オンライン直販サ

イトにおいて、ＰＣソフト、ＣＤ/ＤＶＤ等の仕入商品販売を行っております。その他は、主に企業からの受託によ

るＷｅｂサイト等の各種制作を行っております。 

 出版メディア事業は、ＩＴ、音楽、デザイン、医療の4分野に事業区分し、雑誌・ムック（不定期刊行物）・書

籍・新聞・ＤＶＤ等の企画制作を行い、同製品の販売に加え、出版物への広告を収入としております。尚、製品は、

出版流通（取次・楽器問屋経由）と直販（オンライン直販、企業直販等）により販売しております。 

 尚、詳細な企業集団の状況については、「第１ 企業概要 ３ 事業の内容」及び「４ 関係会社の状況」をご参

考ください。 

（2）業界慣行及び法規制について 

①再販売価格維持制度について 

 当社グループが制作、販売する出版物については、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（独占禁

止法）第24条の2の規定により、再販売価格維持制度（再販制度）が認められております。これは、出版物が我が国

の文化の振興と普及に重要な役割を果たしていることから、同法の適用除外規定により例外的に認められているもの

であります。したがって、出版物は書店においては定価販売が行われております。また、当社グループは取次との取

引価格の決定は、定価に対する掛け率によっております。 

 この再販制度について、公正取引委員会は平成13年3月23日に「著作物再販制度の取扱いについて」を発表してお

り、当面、再販制度は存置される見通しでありますが、一方で業界に対して同制度下における消費者利益のための弾

力的な運用を要請していくことを公表しております。 

 当社グループにおきましては、多様化する顧客ニーズへ対応するため「クロスメディア化」を主要課題としてお

り、電子書籍での製品提供、オンライン直販を含む従来の出版流通チャネル以外での製品販売等に取組んでおります

が、当該制度が廃止された場合には、出版競争の激化等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 



②委託販売制度について 

 当社グループは、出版業界の慣行に従い、原則として当社が取次経由で書店に配本した出版物（書籍、雑誌）につ

いては、配本後、約定期間（委託期間）内に限り、返品を受け入れることを販売条件とする委託販売制度を採用して

おります。 

 当社グループの書籍は、次の委託方法となっております。 

    新刊委託…主として新刊時の書籍が対象とされ、委託期間は通常5ヶ月であります。 

 また、雑誌の委託期間は以下の通りであります。 

    月刊誌…発売日より3ヶ月 

 当社グループは、返品による損失に備えるため、会計上、返品調整引当金を法人税法の規定に基づく繰入限度相当

額計上しております。また、返品抑制のため、販売予測の精査による製造・出荷部数の適正化、マーケティングデー

タに基づいた書店への配本調整等行っておりますが、返品率の変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

（3）市場環境について 

①出版業界の市場環境について 

 社団法人全国出版協会・出版科学研究所の「2006年出版指標年報」によれば、2005年の出版物販売動向は、雑誌は

8年連続の販売減、書籍はベストセラーの影響でプラス成長となった前年の反動もあり販売減となるなど、引続き厳

しい状況が続いております。 

 デジタルネットワークの発展に伴う情報メディアの多様化、顧客ニーズの細分化等も要因の一つにあげられており

ます。また、市場が縮小傾向にある中、特に販売好調な分野における同業他社との競争は激しくなる傾向にあり、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②広告市場の市場環境について 

 広告市場は、景気変動の影響を大きく受けると考えられております。 

  当社グループの当連結会計年度の売上高に占める広告収入の比率は34.6％を占め、出版メディア事業、デジタルメ

ディア事業の利益率の大きな変動要素であり、景気の悪化が業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  また、インターネット広告はインターネットの普及、インターネット技術の進歩等を背景に順調に成長してまいり

ました。当社グループといたしましては、今後もこの傾向が持続するものと考えておりますが、見込みどおり推移す

るという保証はありません。 

（4）知的財産権について 

 当社グループは提供する製品・サービスについて商標権を取得しております。また、他者の知的財産権の侵害を防止

するため、社内でのチェック体制を整備しており、これまで知的財産権侵害にかかわる通知請求や訴え（損害賠償や使

用差止めを含む）を起こされた事実はありません。しかし、特許権、実用新案権、商標権、著作権等の知的財産権が、

当社グループの事業にどのように適用されるかは想定するのは困難であり、第三者の知的財産権を侵害した場合には、

当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（5）特定取引先への依存度について 

 当社グループの出版メディア事業において、取次・楽器問屋等の従来の出版流通チャネルへの販売依存度は高く、そ

の中でも当期における大手取次2社（日本出版販売株式会社、株式会社トーハン）への依存度は21％程度と高い比率で

あり、両社の経営方針に大きな変更等があった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



（6）通信ネットワーク、インターネットサービス等のシステムトラブルについて 

 当社グループは、コンテンツの編集及びサービスの提供、取引・顧客データを管理するバックオフィス等のあらゆる

業務において、情報システム及び通信ネットワーク等のインフラに依存しております。そのため、これらインフラに障

害が発生した場合には、顧客からの信頼性低下等の事態を招き、当社の事業に重大な支障が生じる可能性があります。

当社グループといたしましては、下記の事項を始めとする様々な要因に対処するための技術的な対応措置、モニタリン

グ体制、社内運用マニュアルの整備等を行っておりますが、トラブルの発生を事前に完全に防止することは不可能であ

り、トラブル発生の場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 ・ハードウェア及びソフトウェアの不備 

 ・外部からの不正な進入行為 

 ・アクセスの急激な増大 

 ・自然災害、停電 

 ・人的ミス、怠業、破壊行為 

 ・コンピュータウイルス 

（7）個人情報保護について 

 当社グループでは、オンライン直販の顧客の会員登録情報/購入履歴をはじめ、読者サービスの向上のための会員組

織にご登録頂いた会員情報等の各種個人情報をお預かりしております。これら個人情報に関しましては、プライバシー

マークの取得を目標に、外部からのハッキングに対する技術的な対応措置・モニタリング体制を整備、また社内からの

情報漏洩防止のため社員への教育・啓蒙、管理方法の検討・実施、関連規程の整備等による管理体制の構築を進めてお

ります。しかし、万一個人情報が流出した場合には、当社グループの信頼性が低下、賠償責任を問われる可能性があ

り、事業及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（8）投融資に係るリスクについて 

 当社では、連結子会社及び持分法適用関連会社に対する投融資の他に、当社グループの事業拡大のため、日本国内外

のコンテンツ企業及びインターネット関連企業等に投資を実施しております。また、中期経営課題の一つとして、グル

ープ外企業へのＭ＆Ａ、アライアンス等の方法による外部成長を成長戦略の一つの柱として位置付けております。 

 これら投融資は、投資効果・リスク要因等を慎重に検討した上で実施しておりますが、投資先企業が予想通りの業績

や効果を生む保証はありません。よって、投資先企業の評価見直しに伴う損失、投資回収の遅延等により、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（9）その他の事項について 

①特定人物への依存及び主要株主の影響力について 

 当社の代表取締役であり発行済株式数の55.8％を所有（平成18年3月31日現在）する塚本慶一郎は、当社グループ

の経営戦略の決定及び事業執行、株主総会での承認を必要とする全ての事項に多大な影響力を持っております。 

 当社グループは、当社を持株会社とする分社経営体制のもと、グループ経営とグループ各社経営の分離による企業

統治の強化、事業執行者への権限委譲を推進しておりますが、現状では塚本への依存度は大きく、何らかの理由で職

務を遂行できなくなった場合、当社グループの経営方針及び業績に多大な影響を与える可能性があります。 

②ストックオプションによる希薄化について 

 当社は、子会社を含む取締役及び従業員の事業に対する貢献意欲及び経営への参画意識を高めるため、ストックオ

プション等のインセンティブプランを実施しております。平成18年3月31日現在における、ストックオプションのた

めの新株予約権による潜在株式数は7,530株であり、発行済株式数の2.0％に相当しております。 

 これらの新株予約権が行使された場合、当社の1株当たりの株式価値は希薄化、株式市場の短期的な需給バランス

に変動を与え、株価形成に影響を及ぼす可能性もあります。また、当社は、子会社を含む役員・従業員の士気向上と

有能な人材確保のためのインセンティブプランとして、今後も新株予約権の付与を行う可能性がありますが、新たな

新株予約権の付与は、さらなる株式価値の希薄化を招くおそれがあります。 

③第6回新株予約権の権利行使による希薄化について 

 当社は、M＆A等の資金需要に対する調達手段を多様化する目的で、平成17年11月11日を払込期日とし、ゴールドマ

ン・サックス証券会社を割当先とする第６回新株予約権を発行いたしました。同新株予約権は、発行より一定期間経

過後は行使価額が修正される行使促進型のスキームでありますが、割当先と締結している行使特約条件付き買取契約

において、当社が一定の条件下を除き、権利行使可能な新株予約権の個数、権利行使の開始及び終了を通知、割当先

は当社の通知の範囲内でのみ権利行使を行えるスキームとなっております。 



 当社といたしましては、健全な財務体質の維持、資本効率の向上、株式価値の希薄化等への十分な配慮を行い、資金

需要に応じた資金調達を行う方針でありますが、同新株予約権が当初の行使価額（63,735円）で全て権利行使された

と仮定した場合、平成18年3月31日現在の発行済株式数に対する潜在株式数の比率は42.2％、また下限行使価額

（31,868円）で全て権利行使されたと仮定した場合、平成18年3月31日現在の発行済株式数に対する潜在株式数の比

率は84.3％であります。 



５【経営上の重要な契約等】 

  特記すべき事項はありません。 

６【研究開発活動】 

   特記すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。 

（1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されていま

す。 

 当社はこの連結財務諸表の作成にあたり、有価証券及びたな卸資産の評価基準及び評価方法、減価償却資産の減

価償却の方法、引当金の計上基準、連結調整勘定の償却及び繰延税金資産の計上等の重要な会計方針に関する見積

りを行っております。 

 当社は過去の実績や将来の状況を踏まえ、合理的と判断される前提に基づき、継続してこの見積りの評価を実施

しております。 

 また、実際の結果は、前提条件の相違等によりこの見積りと異なる場合があります。 

（2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループはマーケットをリードする専門メディアグループの形成を目標に掲げ、その実現及び中長期の成長

力を高めるため積極的な外部投資を進めております。 

 その結果、当連結会計年度において新たに連結損益計算書まで連結することとなった子会社は６社あり、既存連

結会社（６社）と区分して経営成績を比較すると以下のとおりとなります。 

  

（単位：百万円・％）  

    ※内部取引消去後の金額を単純合算 

① 売上高 

 売上高は医療分野（出版メディア事業）を中心として新規連結会社の売上高4,906百万円が加わったことによ

り、連結全体で前期比50.6％増と大幅な増収となりました。また、既存連結会社においても前期比4.4％増と堅

調に推移しております。 

② 売上総利益 

 売上総利益は5,501百万円となり、前期比2,091百万円増加し、売上総利益率は34.4%と2.3ポイント改善いたし

ました。既存連結会社については、出版メディア事業におけるコスト削減及び販売効率の改善、デジタルメディ

ア事業における利益性の高いインターネット広告売上高の伸長等により利益率が2.4ポイント改善しておりま

す。 

③ 営業利益及び経常利益 

 販売費及び一般管理費は4,447百万円となり前期比1,336百万円増加しましたが、上記売上総利益の増加額を下

回り、営業利益は前期比755百万円増加（252.1%増）し、1,054百万円となりました。 

 なお、販管費及び一般管理費の中には新規連結子会社に係る連結調整勘定償却額194百万円及び商標権償却費

111百万円が含まれております。 

④ 当期純利益 

 当連結会計年度においては、将来の収益見積りを基に繰延税金資産の回収可能性を検討し、繰延税金資産229

百万円（前連結会計年度は繰延税期資産150百万円）を計上しております。将来の課税所得の見積りの変動によ

り今後評価性引当額も変動し当期純利益に影響を与える可能性があります。 

 なお、税効果会計の詳細につきましては、第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記

事項 （税効果会計関係）に記載のとおりであります。 

   前連結会計年度 当連結会計年度  

  既存連結   既存連結  新規連結 合計  

  金額 売上比 金額 売上比 前期比 金額 売上比 金額 売上比 前期比

 売上高 10,623 100.0 11,092 100.0 104.4 4,906 100.0 15,997 100.0 150.6

 売上総利益 3,409 32.1 3,827 34.5 112.2 1,674 34.1 5,501 34.4 161.3

 営業利益 299 2.8 523 4.7 174.8 531 10.8 1,054 6.6 352.1

 経常利益 350 3.3 － － － － － 1,006 6.3 287.5

 当期純利益 308 2.9 － － － － － 509 3.2 165.3



（3）資金調達手段について 

 外部投資資金及び事業拡大に伴い増加する運転資金の調達について、当社は当連結会計年度において下記の施策

を実施いたしました。この施策により必要資金をタイムリーに調達することが可能となりました。 

① 平成17年９月30日付で取引先銀行2行をアレンジャーとするシンジケーションにより、総額50億円のコミットメ

ントライン契約を締結いたしました。 

② 平成17年10月19日開催の取締役会において、ゴールドマン・サックス証券会社東京支社を割当先とする第6回新

株予約権の発行し、約100億円の資金調達が可能となりました。上記新株予約権につきましては、同社と新株予

約権の行使特約条件付き買取契約を締結し、当社が必要なときに必要な額のみを調達する方式で、株式の発行の

タイミングを当社の一定の制御のもとに新株発行をコントロール出来るため、株式の希薄化を出来るだけ少なく

するように運営することが可能となります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資は、来期より導入予定の連結グループの基幹システムに関する支出等があったため、

前連結会計年度に比べ188.2％増加し349,468千円となりました。設備投資には、ハードウェア及びソフトウェアを

含むシステム投資、建物附属設備等が含まれます。 

①デジタルメディア事業 設備投資額37,897千円 

 建物附属設備、サーバー等の社内コンピュータシステム及び社内利用のソフトウェア費等。 

②出版メディア事業 設備投資額106,727千円 

 建物附属設備、サーバー等の社内コンピュータシステム及び社内利用のソフトウェア費等。 

③全社 設備投資額204,843千円 

 建物附属設備、サーバー等の社内コンピュータシステム及び経営管理業務等の基幹業務システム開発費等。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

(2) 国内子会社 

 （注）１．建物は、パーティション等の建物附属設備であります。 

２．全社の従業員数は,本社の総務部門等管理部門の人員であります。 

３．上記の他、主要な賃借及びリース設備は、以下のとおりであります。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名

称 
設備の内容

建物 

（千円） 

器具備品 

（千円） 

ソフトウェ

ア 

（千円） 

合計 

（千円） 

従業員数

（人） 

本社 

（東京都千代田区） 
全社 

事務所、ネットワーク

サーバー、パソコン、

什器等 

53,039 36,093 228,563 317,695 12

   平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種類別

セグメントの

名称 
設備の内容

建物 

(千円) 

器具備品 

(千円) 

ソフトウェ

ア 

（千円） 

合計 

（千円） 

従業員数

（人） 

㈱インプレス 
本社 

（東京都千代田区） 

全社・デ

ジタルメ

ディア事

業・出版

メディア

事業 

事務所、ネット

ワークサーバ

ー、パソコン、

什器等 

－ 10,992 28,783 13,870 154

㈱メディカルトリビュ

ーン 

本社 

（東京都千代田区） 

出版メデ

ィア事業 

事務所、ネット

ワークサーバ

ー、パソコン、

什器等 

1,086 26,942 9,338 37,367 107

㈱リットーミュージッ

ク 

本社 

（東京都千代田区） 

出版メデ

ィア事業 

事務所、ネット

ワークサーバ

ー、パソコン、

什器等 

7,819 70,993 10,947 89,760 105



① 提出会社 

② 国内子会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設 

 （注）１．上記設備投資は今後も継続的に開発を行う予定であり、記載の投資予定額は平成19年３月期の予算でありま

す。 

２．システム投資の設備内容には、ソフトウェアが含まれております。 

(2) 重要な設備の除却等 

 重要な設備の除却等は、計画しておりません。 

   平成18年３月31日現在

 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメントの名称 設備の内容 
年間賃借料及び

リース料 

（千円） 

 
本社 

（東京都千代田区） 

全社 

デジタルメディア事業 

出版メディア事業 

建物 

（賃借） 
53,622 

 
本社 

（東京都千代田区） 

全社 

デジタルメディア事業 

出版メディア事業 

ネットワークサーバー、

パソコン等 

（リース） 

1,552 

   平成18年３月31日現在

 会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種類別セグメントの

名称 
設備の内容 

年間賃借料及びリ

ース料 

（千円） 

 ㈱インプレス 
本社 

（東京都千代田区） 

全社 

デジタルメディア事業 

出版メディア事業 

建物 

（賃借） 
143,148 

 株メディカルトリビューン 
本社 

（東京都千代田区） 

全社 

デジタルメディア事業 

出版メディア事業 

建物 

（賃借） 
121,235 

 ㈱リットーミュージック 
本社 

（東京都千代田区） 
出版メディア事業 

建物 

（賃借） 
76,346 

 ㈱エムディエヌコーポレーション 
本社 

（東京都千代田区） 
出版メディア事業 

建物 

（賃借） 
27,330 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類

別セグメン

トの名称 

設備の内
容 

投資 

予定総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 

資金調達

方法 

着手予定

年月 

完了予定

年月 

完成後の

増加能力 

 提出会社 
  本社 

（東京都千代田区）
 全社 

新基幹シス

テム等 
211 －  自己資金

 平成18

年4月  

平成19

年3月   
－   

 ㈱impress watch 
 本社 

（東京都千代田区）

デジタルメ

ディア事業  

コンテンツ

制作・配信

システム等  

85 －  自己資金
平成18

年4月  

平成19

年3月  
－  

合計       296 －         



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株）

普通株式 1,240,560 

計 1,240,560 

種類 

事業年度末現在発行数 
（平成18年３月31日） 

（株）

提出日現在発行数
（平成18年６月26日） 

（株）

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 372,168 372,168 
東京証券取引所市場 

第一部 
－ 

計 372,168 372,168 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

     旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

① 平成15年６月25日定時株主総会決議 

（注）平成17年５月26日開催の取締役会決議により、平成17年８月22日付で１株を３株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」（１株当たり）及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  
事業年度末現在

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,105 1,105 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,315 3,315 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 54,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成19年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  54,000円 

資本組入額 27,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時に

おいて当社及び当社子会社の取締

役、従業員のいずれかの地位を保

有していることを要する。 

②新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使する

ことができる。 

③新株予約権者は、割当てられた

権利の質入れその他の処分をする

ことができない。 

④新株予約権者は、行使期間内で

あっても、東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値

が63,333円を超えた日（以下「到

達日」という）の翌日から15営業

日以内（以下「行使可能期間」と

いう）でなければ、権利行使でき

ないものとする。なお、行使可能

期間は、到達日の発生に伴い更新

されるものとする。 

⑤その他の条件については、株主

総会及び取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役及び従業員との

間で締結する新株予約権割当契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要する。 
同左 



② 平成16年６月24日定時株主総会決議 

（注）平成17年５月26日開催の取締役会決議により、平成17年８月22日付で１株を３株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」（１株当たり）及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  
事業年度末現在

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,335 1,335 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,005 4,005 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 41,728 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月25日 

至 平成20年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  41,728円 

資本組入額 20,864円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時に

おいて当社及び当社子会社の取締

役、従業員のいずれかの地位を保

有していることを要する。 

②新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使する

ことができる。 

③新株予約権者は、割当てられた

権利の質入れその他の処分をする

ことができない。 

④新株予約権者は、行使期間内で

あっても、東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値

が58,333円を超えた日（以下「到

達日」という）の翌日から15営業

日以内（以下「行使可能期間」と

いう）でなければ、権利行使でき

ないものとする。なお、行使可能

期間は、到達日の発生に伴い更新

されるものとする。 

⑤その他の条件については、株主

総会及び取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役及び従業員との

間で締結する新株予約権割当契約

に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要する。 
同左 



③ 平成16年６月24日定時株主総会決議 

（注）平成17年５月26日開催の取締役会決議により、平成17年８月22日付で１株を３株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」（１株当たり）及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  
事業年度末現在

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 70 70 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 210 210 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 41,728 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月25日 

至 平成26年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  41,728円 

資本組入額 20,864円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時に

おいて当社及び当社子会社の取締

役、従業員のいずれかの地位を保

有していなくても行使できるもの

とする。 

②新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使する

ことができる。 

③新株予約権者は、割当てられた

権利の質入れその他の処分をする

ことができない。 

④新株予約権者は、行使期間内で

あっても、東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値

が68,333円を超えた日（以下「到

達日」という）の翌日から15営業

日以内（以下「行使可能期間」と

いう）でなければ、権利行使でき

ないものとする。なお、行使可能

期間は、到達日の発生に伴い更新

されるものとする。 

⑤その他の条件については、株主

総会及び取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役との間で締結す

る新株予約権割当契約に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要する。 
同左 



④ 平成17年10月19日取締役会決議 

  
事業年度末現在

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,000 1,000 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

新株予約権の行使により新たに発

行する株式の数は、行使請求に係

る新株予約権の数に10,000,000円

を乗じ、これを行使価額で除した

数（１株未満の端数は切捨てる）

とする。各新株予約権の目的であ

る株式の数は、当該株式数を行使

請求に係る新株予約権の数で除し

た数とする。なお、当初の上限株

式数は、156,899株とする。 

同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

当初は63,735円とする。 

平成17年11月21日以降は、新株予

約権の各行使請求の効力発生日の

前日までの３連続取引日における

当社普通株式の普通取引に係る売

買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の

平均値の90％に相当する金額の１

円未満の端数を切上げた金額とす

る。ただし、下限は31,868円とす

る。 

同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年11月14日 

至 平成19年11月９日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

当初は63,735円とする。 

平成17年11月21日以降は、新株予

約権の各行使請求の効力発生日の

前日までの３連続取引日における

当社普通株式の普通取引に係る売

買高加重平均価格（ＶＷＡＰ）の

平均値の90％に相当する金額の１

円未満の端数を切上げた金額とす

る。ただし、下限は31,868円とす

る。 

資本組入額は、発行価格に0.5を

乗じ、その結果１円未満の端数が

生じるときはその端数を切上げた

額とする。 

同左 

 



  
事業年度末現在

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者（ゴールドマン・

サックス証券会社東京支店、以下

「同社」という。）は、新株予約

権の行使請求期間中であっても, 

当社が同社に対して、爾後、当社

が指定する個数（以下「行使可能

個数」という。）を上限として新

株予約権の行使を行ってもよい旨

（以下「スイッチオン」とい

う。）の通知をした日の翌営業日

の正午から、当社が同社に対して

爾後新株予約権の行使をしてはな

らない旨（以下「スイッチオフ」

という。）の通知をする日の翌営

業日の正午までの期間（以下「行

使可能期間」という。）に限り、

行使可能個数を上限として新株予

約権の行使を行うことができるも

のとする。なお、スイッチオンの

通知に際して、当社が行使可能個

数を指定しなかった場合には、当

社が残存する全ての新株予約権の

個数を行使可能個数として指定し

たとみなす。 

②当社は、行使請求期間中は、い

つでも、また何度でも、同社に対

してスイッチオン及びスイッチオ

フの通知をすることができる。ま

た、当社は、同社に対して通知す

ることで、これに先立つスイッチ

オンの通知に際して指定した行使

可能個数を変更することができ、

かかる変更の通知をいつでも、ま

た何度でも行うことができるもの

とする。 

③同社は、①の規定にかかわら

ず、当社が平成19年３月決算期の

中間決算を証券取引所の規則に従

い公表した日の翌営業日（当日を

含む）から５営業日間に限り、当

該期間が行使可能期間でなくて

も、新株予約権を10個を上限とし

て行使することができる。 

同左 

 



  
事業年度末現在

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の行使の条件 

④一の新株予約権の行使請求にか

かる新株予約権の最低行使個数は

10個とし、同社はこれを下回る個

数による新株予約権の行使請求を

行うことはできない。ただし、③

の規定に基づいて新株予約権の行

使請求を行う場合はこの限りでは

ない。 

⑤当社は、権利行使された新株予

約権の個数の総数が10個に満つる

までは、同社の事前の書面による

承諾がない限り新株予約権を消却

することができないものとする。

ただし、新株予約権の一部の消却

を行う場合であって、当該消却に

かかる通知の時点で権利行使済み

の新株予約権の個数と当該消却に

おいて消却の対象とならない新株

予約権の個数の合計数が10個以上

であるときはこの限りではない。

⑥その他の条件については、取締

役会の決議に基づき、当社と同社

との間で締結する新株予約権買取

契約証書に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要する。 
同左 



⑤ 平成17年６月24日定時株主総会決議 

（注）平成17年５月26日開催の取締役会決議により、平成17年８月22日付で１株を３株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」が調整されております。 

  
事業年度末現在

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） － 1,246 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 3,738 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 57,037 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成19年６月25日 

至 平成21年６月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
－ 

発行価格  57,037円 

資本組入額 28,519円 

新株予約権の行使の条件 － 

①新株予約権者は、権利行使時に

おいて当社及び当社子会社の取締

役、従業員のいずれかの地位を保

有していることを要する。 

②新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使する

ことができる。 

③新株予約権者は、割当てられた

権利の質入れその他の処分をする

ことができない。 

④その他の条件については、株主

総会及び取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役及び従業員との

間で締結する新株予約権割当契約

に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 
新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要する。 



⑥ 平成17年６月24日定時株主総会決議 

（注）平成17年５月26日開催の取締役会決議により、平成17年８月22日付で１株を３株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」が調整されております。 

  
事業年度末現在

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） － 88 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 264 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 57,037 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成19年６月25日 

至 平成27年６月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
－ 

発行価格  57,037円 

資本組入額 28,519円 

新株予約権の行使の条件 － 

①新株予約権者は、権利行使時に

おいて当社及び当社子会社の取締

役、従業員のいずれかの地位を保

有していなくても行使できるもの

とする。 

②新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がその権利を行使する

ことができる。 

③新株予約権者は、割当てられた

権利の質入れその他の処分をする

ことができない。 

④その他の条件については、株主

総会及び取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役との間で締結す

る新株予約権割当契約に定めると

ころによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 
新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要する。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．平成13年８月20日付をもって普通株式１株を1.2株に分割いたしました。 

２．平成14年８月６日付の資本準備金の減少は、平成14年６月25日開催の定時株主総会の決議に基づき剰余金に

振替えたものであります。 

３．平成15年８月２日付の資本準備金の減少は、平成15年６月25日開催の定時株主総会の決議に基づき剰余金に

振替えたものであります。 

４．平成16年７月28日付の資本準備金の減少は、平成16年６月24日開催の定時株主総会の決議に基づき剰余金に

振替えたものであります。 

５．平成17年８月22日付をもって普通株式１株を３株に分割いたしました。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式4,166.68株は「個人その他」に4,166株及び「端株の状況」に0.68株を含めて記載しております。 

２．上記「その他の法人」及び「端株の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ112株及び

0.6株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年８月20日 20,676 124,056 － 5,315,900 － 9,802,157 

平成14年８月６日 － 124,056 － 5,315,900 △1,500,000 8,302,157 

平成15年８月２日 － 124,056 － 5,315,900 △2,000,000 6,302,157 

平成16年７月28日 － 124,056 － 5,315,900 △4,973,182 1,328,975 

平成17年８月22日 248,112 372,168 － 5,315,900 － 1,328,975 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況

端株の状況

（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 

個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 33 31 123 39 9 15,418 15,653 － 

所有株式数

（株） 
－ 19,100 4,783 7,867 4,346 58 333,214 369,368 2,800

所有株式数の割

合（％） 
－ 5.17 1.29 2.13 1.18 0.02 90.21 100.00 － 



(5) 【大株主の状況】 

 （注）１.端株については切捨てて表示しております。 

       ２.当社は自己株式を4,166株保有しております。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が112株含まれております。 

   また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数112個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住   所 所有株式数(株) 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

塚本 慶一郎 東京都港区 207,531 55.76 

郡司 明郎 神奈川県横浜市青葉区 10,221 2.75 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-２-10 5,251 1.41 

猪股 裕一 東京都杉並区 4,018 1.08 

株式会社ホリプロ 東京都目黒区下目黒１-２-５ 3,600 0.97 

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海１-８-11 3,044 0.82 

井芹 昌信 東京都渋谷区 2,462 0.66 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２-11-３ 2,427 0.65 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（信

託口） 
東京都千代田区丸の内１-４-５ 2,313 0.62 

インプレスグループ従業員持株会 東京都千代田区三番町20 2,029 0.55 

計 － 242,896 65.27 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  4,166 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 365,202 365,202 － 

端株 普通株式  2,800 － － 

発行済株式総数 372,168 － － 

株主の議決権 － 365,202 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社インプレス 

ホールディングス 

東京都千代田区三番

町20 
4,166 － 4,166 1.12 

計 － 4,166 － 4,166 1.12 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規

定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の概要は以下のとおりであります。 

（平成15年６月25日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役及び従業員の一部に特に有利な条

件をもって新株予約権を発行することを、平成15年６月25日の定時株主総会において決議されたものであります。 

（注）新株予約権１個あたりの払込金額は、次により決定される1株あたりの払込金額に新株予約権１個あたりの目的

となる株式数を乗じた金額とする。 

 １株あたりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）

における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.02を乗じた金額（１円未満の端数は切上

げ）とする。 

 ただし、当該金額が新株予約権を発行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下

回る場合は、当該終値とする。 

 なお、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り１円未満の端数は切上げる。 

決議年月日 平成15年６月25日 

付与対象者の区分及び人数 当社及び当社子会社の取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

     新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

調整後  調整前  既発行株式数 ＋ ――――――――――――――――――― 

 ＝  ×  分割・新規発行前の株価 

行使価額  行使価額  ―――――――――――――――――――――――――――― 

    既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数 



（平成16年６月24日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役及び従業員の一部に特に有利な条

件をもって新株予約権を発行することを、平成16年６月24日の定時株主総会において決議されたものであります。 

（注）新株予約権１個あたりの払込金額は、次により決定される1株あたりの払込金額に新株予約権１個あたりの目的

となる株式数を乗じた金額とする。 

 １株あたりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）

における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.02を乗じた金額（１円未満の端数は切上

げ）とする。 

 ただし、当該金額が新株予約権を発行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下

回る場合は、当該終値とする。 

 なお、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切上げる。 

決議年月日 平成16年６月24日 

付与対象者の区分及び人数 当社及び当社子会社の取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

     新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

調整後  調整前  既発行株式数 ＋ ――――――――――――――――――― 

 ＝  ×  分割・新規発行前の株価 

行使価額  行使価額  ―――――――――――――――――――――――――――― 

    既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数 



（平成17年６月24日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社ならびに当社の取引先会社の取締役及び従

業員等の一部に特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年６月24日の定時株主総会において決議

されたものであります。 

（注）新株予約権１個あたりの払込金額は、次により決定される１株あたりの払込金額に新株予約権１個あたりの目的

となる株式数を乗じた金額とする。 

 １株あたりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）

における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.02を乗じた金額（１円未満の端数は切上

げ）とする。 

 ただし、当該金額が新株予約権を発行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下

回る場合は、当該終値とする。 

 なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端

数は切上げる。 

 また、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使を除く。）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

決議年月日 平成17年６月24日 

付与対象者の区分及び人数 

当社、当社子会社及び当社の取引先会社の取締役及び従

業員、ならびに顧問ないし委任契約等に基づき当社及び

当社子会社と取引関係のある者 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

     

調整後  調整前  １ 

 ＝  × ――――――――― 

行使価額  行使価額  分割・併合の比率 

     新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

調整後  調整前  既発行株式数 ＋ ――――――――――――――――――― 

 ＝  ×  新規発行前の株価 

行使価額  行使価額  ―――――――――――――――――――――――――――― 

    既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



（平成18年６月24日定時株主総会決議） 

当社は取締役報酬額については年額５億円以内とする旨承認され（平成８年６月21日の定時株主総会）現在に至って

おりますが、この枠内において、取締役に対し報酬等として年額２億5,000万円の範囲で新株予約権を付与することに

つき、平成18年６月24日の定時株主総会において決議されたものであります。なお、取締役は４名であります。 

（注）各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株あたりの払込金額に新株予約権

１個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

 １株あたりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）

における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.02を乗じた金額（１円未満の端数は切上

げ）とする。 

 ただし、当該金額が新株予約権を発行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下

回る場合は、当該終値とする。 

 なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端

数は切上げる。 

 また、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使を除く。）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

決議年月日 平成18年６月24日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 2,000株を１年間の上限とする。 

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 ※（注） 

新株予約権の行使期間 平成20年６月25日から平成28年６月24日まで 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要す

る。 

その他の条件 
その他の条件は、新株予約権の募集事項を決定する取締

役会決議において定めるものとする。 

     

調整後  調整前  １ 

 ＝  × ――――――――― 

行使価額  行使価額  分割・併合の比率 

     新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

調整後  調整前  既発行株式数 ＋ ――――――――――――――――――― 

 ＝  ×  新規発行前の株価 

行使価額  行使価額  ―――――――――――――――――――――――――――― 

    既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



（平成18年６月24日定時株主総会決議） 

会社法第238条及び第239条の規定に基づき、当社従業員ならびに当社子会社の取締役及び従業員の一部に特に有利な

条件をもって新株予約権を発行することを、平成18年６月24日の定時株主総会において決議されたものであります。 

（注）各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株あたりの払込金額に新株予約権

１個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

 １株あたりの払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）

における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.02を乗じた金額（１円未満の端数は切上

げ）とする。 

 ただし、当該金額が新株予約権を発行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下

回る場合は、当該終値とする。 

 なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端

数は切上げる。 

 また、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使を除く。）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

決議年月日 平成18年６月24日 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員ならびに当社子会社の取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 4,000株を上限とする。 

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 ※（注） 

新株予約権の行使期間 平成20年６月25日から平成28年６月24日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合における増

加する資本金及び資本準備金に関する事項 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増 

 加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従い 

 算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、 

 計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切上げるも 

 のとする。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増 

 加する資本準備金の額は、上記①に定める増加する資本 

 金の額を減じた額とする。 

新株予約権の行使条件 

①新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を 

 行使することができる。 

②新株予約権者は、割当てられた権利の質入れその他の 

 処分をすることができない。 

③その他の条件については、本総会及び取締役会決議に 

 基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予 

 約権割当契約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要す

る。 

     

調整後  調整前  １ 

 ＝  × ――――――――― 

行使価額  行使価額  分割・併合の比率 

     新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

調整後  調整前  既発行株式数 ＋ ――――――――――――――――――― 

 ＝  ×  新規発行前の株価 

行使価額  行使価額  ―――――――――――――――――――――――――――― 

    既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 【株式の種類】  普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月24日現在

 区分 

処分、消却
又は移転株式数 

 （株） 

処分価額の総額

 （円）  

 新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得自己株式 1,640 103,028,465 

 消却の処分を行った取得自己株式 － － 

 合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 

  平成18年６月24日現在

 区分 株式数（株） 

 保有自己株式数 3,573 

  平成18年６月24日現在

 区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

 自己株式取得に係る決議  － － － 



３【配当政策】 

当社のグループ内利益還元及び株主の皆様への利益配分については以下を基本方針としております。 

 ①子会社の内部留保につきましては、各社の事業拡大のための再投資計画及び財務状態等を勘案し決定する方針

であります。 

②株主の皆様への利益配分につきましては、グループ全体の財務体質の強化と新規成長投資のための内部留保を

総合的に勘案し、配当、利益成長に応じた株式分割、自己株式の買入等具体的な施策を決定する所存でありま

す。 

③配当につきましては、平成18年3月期に方針を変更し、業績およびキャッシュフローの状況に応じた利益配当

を行うことといたしました。配当性向といたしましては、（単体）当期純利益の20％を基準に、連結業績を加味

し、具体的な配当金を決定いたします。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．第10期における□印は、平成13年８月20日付の株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しておりま

す。 

３．第14期における□印は、平成17年８月22日付の株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しておりま

す。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高（円） 
418,000 

□274,000 
106,000 237,000 212,000 

320,000 

□130,000 

最低（円） 
85,000 

□85,000 
39,050 41,200 106,000 

112,000 

□48,150 

月別 平成17年10月  11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高（円） 73,000 77,900 71,600 74,800 69,000 58,700 

最低（円） 60,100 61,000 65,000 59,200 48,150 52,700 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（株） 

代表取締役

社長 
 塚本 慶一郎 

昭和32年 

1月5日生 

昭和62年２月 株式会社アスキー代表取締役副社長就任 

平成４年４月 当社設立 代表取締役社長就任(現任) 

平成７年10月 IPG Network,Inc.（現Impress  

Capital,Inc.） President就任(現任) 

平成15年６月 株式会社インプレスコミュニケーションズ 代表

取締役社長就任(現任) 

平成16年３月 株式会社リーディングスタイル（現・株式会社ho

n.jp） 代表取締役社長就任(現任) 

平成16年５月 株式会社近代科学社 代表取締役社長就任 

平成16年10月 株式会社インプレス（現・株式会社インプレスジ

ャパン） 代表取締役社長就任 

平成17年２月 株式会社編集工学研究所 代表取締役会長就任(現

任) 

平成17年10月 株式会社Impress Watch 代表取締役社長就任(現

任) 

平成18年４月 株式会社air impress 取締役就任(現任) 

207,531 

取締役  関本 彰大 
昭和39年 

9月6日生 

平成２年10月 青山監査法人プライスウォーターハウス（現・中

央青山監査法人）入所 

平成８年３月 公認会計士登録 

平成11年10月 当社入社 グループ経理部配属 

平成11年12月 グループ経理部部長 

平成13年12月 グループ経営戦略室（現・経営戦略室）室長（現

任） 

平成15年６月 当社取締役就任(現任) 

平成18年４月 株式会社インプレスR&D 取締役就任(現任) 

－ 

取締役   井芹 昌信 
昭和33年 

2月18日生 

昭和56年４月 株式会社アスキー出版（現 株式会社アスキー）

入社 

平成４年４月 当社入社 取締役就任（現任） 

平成８年４月 取締役編集人 

平成11年10月 取締役副社長 

平成11年12月 事業部門担当 

平成13年４月 マーケティング部門担当 

平成16年10月 株式会社インプレス取締役ネットビジネスカンパ

ニー カンパニープレジデント 

平成18年４月 株式会社インプレスR&D 代表取締役社長就任(現

任) 

2,462 

取締役  前田 隆正 
昭和8年 

1月2日生 

昭和30年４月 日本電信電話公社入社 

昭和56年８月 日本無線株式会社入社 

平成５年６月 ジャパンシステム株式会社 代表取締役社長就任 

平成10年７月 SOHO CITYみたか推進協議会 会長就任（現任） 

平成11年９月 株式会社まちづくり三鷹 取締役就任（現任） 

平成14年６月 当社取締役就任(現任) 

平成17年10月 NPO法人三鷹ネットワーク大学推進機構 理事就任

(現任) 

120 

 



 （注）１．取締役前田隆正は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

    ２．監査役郡司明郎、大西健一及び松本伸也は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（株） 

常勤監査役  鈴木 豊 
昭和16年 

10月25日生 

平成６年４月 カテナ株式会社常務取締役就任 

平成７年４月 当社入社 

平成７年６月 取締役管理担当就任 

平成11年12月 当社常勤監査役就任(現任) 

300 

監査役  郡司 明郎 
昭和22年 

5月8日生 

平成４年３月 株式会社オフィスエージー設立、代表取締役就任

(現任) 

平成11年12月 当社監査役就任(現任) 

10,221 

監査役  大西 健一 
昭和15年 

12月17日生 

平成11年８月 税理士登録（東京税理士会） 

平成11年９月 大西健一税理士事務所開所（現在に至る） 

平成13年８月 当社監査役就任(現任) 

30 

監査役  松本 伸也 
昭和34年 

８月12日生 

昭和62年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会）丸の内総合法律

事務所入所 

平成８年７月 同事務所パートナー（現任） 

平成13年６月 当社監査役就任(現任) 

30 

    計 220,694 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは、継続的な企業価値の向上に向けて、経営スピードを高めるために、分社経営体制をとっておりま

す。また、コーポレートガバナンスに関する考え方といたしましては、持株会社である当社を中心としたグループ経

営のモニタリング体制の充実、株主・投資家の皆様をはじめとするステークホルダーに対する経営の透明性・公平性

を重要な課題と考え、必要な体制整備及び諸施策を実施していくことを基本的な考え方としております。また、当社

は経営の監督と業務の執行を分離した持株会社体制をとっており、監査役設置会社形態をとっております。 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

＜当社グループのコーポレート・ガバナンス体制＞ 

 当社グループの業務執行に関する監督体制といたしましては、グループ会社の取締役に当社取締役又は従業員を1

名以上派遣し、業務執行を監督する体制をとるとともに、グループ会社の重要な経営情報及び取締役会での審議事項

につきましては、当社経営企画室にレポートが行われる体制となっております。 

 また、当社につきましては、取締役会の機能を強化するために社外取締役を選任するとともに、経営責任を明確に

する目的で任期は1年としております。監査役につきましては、弁護士/税理士の資格を持つ専門家を含め社外監査役

を3名選任し、監査機能の強化を行っております。取締役会は毎月1回以上開催、監査役会は、3ヶ月に1度以上開催さ

れるとともに、監査役は取締役会に参加し、取締役の業務執行について実効のある監視機関として機能しておりま

す。 

当社の業務執行及び監視の仕組みを図に示すと次のとおりであります。 

＜監査役監査の状況＞ 

 監査役監査につきましては、３ヶ月に１度以上開催される監査役会において、監査基準、監査方針、監査計画等の

決定を行い、各監査役は、毎月開催の取締役会に出席、経営の執行状況を把握・監視を行っております。また、常勤

監査役につきましては、取締役会に限らず重要な意思決定が行われる会議へ出席する他、定期的に業務執行者へのヒ

アリングを実施する等、業務執行状況の監査を行っております。また、当社グループのリスクマネジメント及び内部

統制機能を持つ経営企画室、会計監査人である中央青山監査法人とも定期的に意見交換を行い、連係を通じること

で、適正な監査を行っております。 



＜内部統制及びリスクマネジメントの状況＞ 

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

  代表取締役社長は、法令遵守及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることにつき、その精神を繰り返し役

職員に伝えることにより徹底しております。また、リスクマネジメントを所管する担当取締役を任命し、全社横

断的なリスクマネジメントに関する体制の整備及び問題点の把握に努めております。その実施にあたっては、リ

スクマネジメント担当取締役を責任者とするリスクマネジメント事務局にリスク情報を集約、重要な問題を審議

し、その結果を取締役会及び監査役会に報告を行う体制としております。 

２．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

 （１）当社及びグループ会社における内部統制の構築を目指し、グループ各社全体の内部統制に関する担当部署を当

社の経営企画室とするとともに、当社及びグループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示、

要請等が効率的に行われるシステムを構築しております。 

 （２）グループ各社は、各社の社長を責任者としてリスクマネジメント体制の整備及び問題点の把握に努め、リスク

マネジメント事務局と共同で、各社固有のリスクの分析と、その対策の具体化を行っております。 

 （３）グループ各社においてリスクマネジメント上の問題点を発見した者は、所属長への報告と並行してすみやかに

リスクマネジメント事務局へ報告を行う体制としております。 

 （４）経営企画室は、当社各部門と連携し、グループ会社における内部監査機能の充実に努めております。 

  

＜会計監査の状況＞ 

 当社は、会社法に基づく会計監査人および証券取引法に基づく会計監査を中央青山監査法人に依頼しております

が、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員との間には、特別な利害関係はありません。ま

た、業務を執行した公認会計士で継続監査年数が7年を超える者はおりません。なお、当期において業務を執行 

した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については下記のとおりです。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

  指定社員 業務執行社員：川井 克之、薬袋 政彦 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 9名、会計士補 6名、その他 9名 

＜適時開示体制＞ 

 当社は、株主・投資家の皆様をはじめとするステークホルダーに対する経営の透明性・公平性を重視するオープン

ポリシーを旨とし、IR活動を行っております。 

 重要な会社情報（決定事実・発生事実・決算に関する情報）につきましては、情報取扱責任者（財務担当取締役兼

経営企画室長）に集約される体制をとっており、適時開示規則に従い、開示の必要性について経営企画室を中心に検

討を行っております。また、開示の必要がある情報については、社長室広報担当と連携し、TDnetへの登録、「兜ク

ラブ」での資料投函、弊社Webサイト（http://www.impressholdings.com）での公開を行っております。 

 ＜社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係、その他利害関係の概要＞ 

 現在の社外監査役３名は、当期末現在で当社株式10,281株を所有しております。なお社外監査役である松本伸也氏

は弁護士であり、当社と顧問契約があり、年間報酬額は2百万円です。 

＜役員報酬及び監査報酬＞ 

役員報酬 

取締役に支払った報酬  45百万円 

監査役に支払った報酬  19百万円 

監査報酬 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   24百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第13期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び第13期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から平成

18年３月31日まで）及び第14期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表につい

て、中央青山監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   3,894,263   5,203,355  

２ 受取手形及び売掛金   4,138,606   4,365,855  

３ 有価証券   700,000   400,190  

４ たな卸資産   750,687   893,399  

５ 繰延税金資産   62,303   180,102  

６ その他   246,487   254,808  

貸倒引当金   △25,767   △44,340  

流動資産合計   9,766,582 50.1  11,253,370 46.8 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物  157,138   152,731   

減価償却累計額  78,459 78,678  78,972 73,759  

(2) 車両運搬具  －   1,103   

減価償却累計額  － －  866 237  

(3) 器具備品  1,235,256   1,373,017   

減価償却累計額  1,095,653 139,602  1,208,965 164,051  

有形固定資産合計   218,281 1.1  238,048 1.0 

２ 無形固定資産        

(1) 連結調整勘定   3,718,789   3,654,666  

(2）商標権   980,710   869,686  

(3) ソフトウェア   131,289   269,173  

(4) その他   13,066   14,301  

無形固定資産合計   4,843,855 24.9  4,807,827 20.0 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※１  4,145,775   7,171,465  

(2）長期貸付金   4,941   16,546  

(3) 繰延税金資産   －   19,981  

(4）その他   503,785   527,723  

投資その他の資産合計   4,654,502 23.9  7,735,717 32.2 

固定資産合計   9,716,639 49.9  12,781,594 53.2 

資産合計   19,483,221 100.0  24,034,964 100.0 

        

 



    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 買掛金   1,649,375   1,809,628  

２ 短期借入金   1,400,000   338,076  

３ 未払金   462,802   569,286  

４ 未払法人税等   201,701   412,753  

５ 賞与引当金   128,463   121,126  

６ 返品調整引当金   173,343   202,950  

７ 新株予約権   －   50,000  

８ その他   394,920   398,119  

流動負債合計   4,410,606 22.6  3,901,941 16.3 

Ⅱ 固定負債        

１ 長期借入金   1,150,000   971,000  

２ 繰延税金負債   66,336   1,985,874  

３ 退職給付引当金   415,824   408,538  

４ その他   －   2,246  

固定負債合計   1,632,160 8.4  3,367,659 14.0 

負債合計   6,042,767 31.0  7,269,600 30.3 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   29,527 0.2  102,997 0.4 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  5,315,900 27.3  5,315,900 22.1 

Ⅱ 資本剰余金   9,799,675 50.3  7,794,074 32.4 

Ⅲ 利益剰余金   △1,740,500 △8.9  703,039 2.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  203,161 1.0  2,928,491 12.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定   24,566 0.1  39,665 0.2 

Ⅵ 自己株式 ※３  △191,876 △1.0  △118,804 △0.5 

資本合計   13,410,926 68.8  16,662,365 69.3 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  19,483,221 100.0  24,034,964 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   10,623,995 100.0  15,997,513 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,236,035 68.1  10,466,008 65.4 

売上総利益   3,387,960 31.9  5,531,505 34.6 

返品調整引当金繰入額   －    29,607 0.2 

返品調整引当金戻入額   21,991 0.2  －   

差引売上総利益   3,409,951 32.1  5,501,897 34.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  3,110,403 29.3  4,447,100 27.8 

営業利益   299,548 2.8  1,054,796 6.6 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  55,589   34,527   

２ 受取配当金  857   930   

３ 為替差益   －   24,038   

４ その他  24,101 80,548 0.8 21,252 80,748 0.5 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  11,001   22,824   

２ 支払手数料   －   50,640   

３ 新株発行費等  －   24,243   

４ 持分法による投資損失  18,488   25,498   

５ その他  383 29,872 0.3 5,512 128,719 0.8 

経常利益   350,223 3.3  1,006,826 6.3 

Ⅵ 特別利益        

１ 投資有価証券売却益  60,061 60,061 0.5 253,332 253,332 1.6 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産除却損 ※２ 11,868   25,159   

２ 有価証券売却損    －   25,000   

３ 投資有価証券売却損   －   113,117   

４ 投資有価証券評価損   2,750 14,619 0.1 79,937 243,214 1.5 

税金等調整前当期純利
益 

  395,666 3.7  1,016,944 6.4 

法人税、住民税及び事
業税 

 99,715   538,993   

法人税等調整額  △13,030 86,684 0.8 △85,385 453,608 2.9 

少数株主利益   662 0.0  53,781 0.3 

当期純利益   308,319 2.9  509,554 3.2 

        



③【連結剰余金計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   9,802,157  9,799,675 

Ⅱ 資本剰余金増加高         

  １ 自己株式処分差益  － － 2,911 2,911 

Ⅲ 資本剰余金減少高        

１ 自己株式処分差損  2,481   －   

２ 利益剰余金への振替額   － 2,481 2,008,513 2,008,513 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   9,799,675  7,794,074 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △2,011,751  △1,740,500 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 当期純利益  308,319   509,554   

２ 連結子会社増加による
剰余金増加高 

 －   212   

３ 資本剰余金からの振替
額   

 － 308,319 2,008,513 2,518,280 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 役員賞与  8,750   4,400   

２ 連結子会社増加による
剰余金減少高 

 －   70,341   

３ 連結子会社除外による
剰余金減少高 

 2,531   －   

４ 持分法適用会社増加に
伴う剰余金減少高 

 25,786 37,068 － 74,741 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △1,740,500  703,039 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区  分 
注記 
番号 

  金  額  （千円）   金  額  （千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  395,666 1,016,944 

減価償却費  189,188 174,529 

商標権償却   － 111,023 

連結調整勘定償却額  153 194,275 

退職給付引当金の増（△減）額  21,866 △7,285 

返品調整引当金の増（△減）額  △21,991 29,607 

賞与引当金の増（△減）額  △4,812 △9,140 

貸倒引当金の増（△減）額  △16,310 18,573 

受取利息及び受取配当金  △56,447 △35,458 

支払利息  11,001 22,824 

為替差損・差益（△）  △4,684 △1,956 

持分法による投資損失  18,488 25,498 

投資有価証券売却益  △60,061 △253,332 

有価証券売却損   － 25,000 

投資有価証券売却損   － 113,117 

投資有価証券評価損  2,750 79,937 

固定資産除却損  11,868 25,159 

売上債権の（△増）減額  221,878 △168,370 

たな卸資産の（△増）減額  △20,124 △77,814 

仕入債務の増（△減）額  △163,606 261,572 

未払消費税等の増（△減）額  △24,553 △46,451 

その他の営業活動フロー  48,199 △135,581 

小計  548,469 1,362,671 

利息及び配当金の受取額  55,743 42,878 

利息の支払額  △10,561 △19,526 

法人税等の支払額  △91,972 △329,066 

営業活動によるキャッシュ・フロー  501,679 1,056,957 

 



    
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区  分 
注記 
番号 

  金  額  （千円）   金  額  （千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の売却による収入  － 1,666,940 

有価証券の償還による収入  3,100,148 700,000 

投資有価証券の取得による支出  △2,639,930 △1,163,302 

投資有価証券の売却による収入  75,747 439,216 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
取得による支出 

※２ △3,552,938 － 

有形固定資産の取得による支出  △70,931 △140,637 

無形固定資産取得による支出  △34,332 △172,462 

貸付金の実行による支出  △68,000 △7,800 

貸付金の回収による収入  2,287 994 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,187,948 1,322,948 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  － △1,112,000 

長期借入による収入   － 60,000 

長期借入金の返済による支出  － △272,865 

株式の発行による収入  － 6,320 

自己株式の取得による支出  △10,894 △27,368 

自己株式の処分による収入  20,845 103,028 

新株予約権の発行による収入   － 50,000 

新株発行費等による支出  － △24,243 

財務活動によるキャッシュ・フロー  9,950 △1,217,129 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  1,854 62,654 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増（△減）額  △2,674,463 1,225,431 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  6,570,787 3,894,263 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の
増加額 

 － 83,661 

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の
減少額 

 △2,060 － 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,894,263 5,203,355 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数 ７社 

主要な連結子会社の名称 

㈱インプレスコミュニケーションズ 

㈱インプレス 

㈱メディカルトリビューン 

㈱リットーミュージック 

㈱エムディエヌコーポレーション 

㈱クリエイターズギルド 

Impress Capital, Inc. 

上記のうち、㈱インプレスについて

は、平成16年10月１日付の会社分割に

より新設したことに伴い、当連結会計

年度より、また、㈱メディカルトリビ

ューンについては、株式取得に伴い、

当連結会計年度末より連結の範囲に含

めております。 

 前連結会計年度において連結子会社

でありました㈱ミュージックメディア

リサーチは、重要性が乏しくなったた

め連結の範囲から除いております。 

  

  

  

  

（2）主要な非連結子会社の名称等 

㈱近代科学社 

㈱シンクイット 

㈱編集工学研究所 

㈱リーディングスタイル 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社はいずれも、小規模で

あり、総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

（1）連結子会社の数 12社 

主要な連結子会社の名称 

㈱インプレスコミュニケーションズ 

㈱インプレス 

㈱メディカルトリビューン 

㈱リットーミュージック 

㈱エムディエヌコーポレーション 

㈱近代科学社 

㈱Impress Watch 

㈱クリエイターズギルド 

㈱シンクイット 

㈱編集工学研究所 

㈱リーディングスタイル 

Impress Capital, Inc. 

上記のうち、㈱Impress Watchにつ

いては、平成17年10月３日付の㈱イン

プレスからの会社分割により新設した

ことに伴い、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。さらに、㈱

近代科学社、㈱シンクイット、㈱編集

工学研究所、㈱リーディングスタイル

については、重要性が増したため、当

連結会計年度より連結の範囲に含めて

おります。  

（2）主要な非連結子会社の名称等 

㈱スリーワンプランニング 

㈱Impress Comic Engine 

㈱エンサイクロメディア 

㈱金芳堂 

㈱モバイルメディアリサーチ 

㈱メディコサイエンス 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社はいずれも小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で、

かつ全体としても重要性がないため、

連結の範囲から除いております。 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

２．持分法の適用に関する事

項 

（1）持分法適用の関連会社数 ２社 

アクセスメディアインターナショナル㈱ 

カルチャープレス㈱ 

なお、カルチャープレス㈱は重要性

が増したため当連結会計年度より持分

法の適用範囲に含めております。 

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

（2）主要な持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

非連結子会社 

㈱近代科学社 

㈱シンクイット 

㈱編集工学研究所 

㈱リーディングスタイル 

関連会社 

㈱シフカ 

㈱ボイジャー 

（持分法の範囲から除いた理由） 

 上記の会社につきましては、当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

（1）持分法適用の非連結子会社数 １社 

㈱金芳堂 

   持分法適用の関連会社数    ２社 

デジブックジャパン㈱ 

カルチャープレス㈱ 

なお、デジブックジャパン㈱は、当

連結会計年度に株式を追加取得したこ

とにより、また、㈱金芳堂は、前連結

会計年度末に㈱メディカルトリビュー

ンの株式を取得したことに伴い、当連

結会計年度より持分法の適用範囲に含

めております。 

 また、前連結会計年度において持分

法適用関連会社でありましたアクセス

メディアインターナショナル㈱は、全

株式売却により持分法の適用範囲から

除外しております。 

（2）主要な持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

非連結子会社 

㈱スリーワンプランニング 

㈱Impress Comic Engine 

㈱エンサイクロメディア 

㈱モバイルメディアリサーチ 

㈱メディコサイエンス 

関連会社 

㈱シフカ 

㈱ボイジャー 

（持分法の範囲から除いた理由） 

 上記の会社につきましては、当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社㈱メディカルトリビューン

及びImpress Capital,Inc.の決算日は、

12月31日であります。連結財務諸表作成

にあたっては、同日現在の財務諸表を使

用しております。 

 ただし、連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

連結子会社㈱メディカルトリビュー

ン、㈱近代科学社及び

Impress Capital,Inc.の決算日は、12月

31日であります。連結財務諸表作成にあ

たっては、同日現在の財務諸表を使用し

ております。 

 ただし、連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 
 その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 
 ②たな卸資産 

 商品・製品 

 主として先入先出法による原価法 

 なお、最終刷後６ヶ月以上を経過し

た売残り単行本については、法人税基

本通達に基づいた評価基準を設け、一

定の評価減を実施しております。 

②たな卸資産 

 商品・製品 

       同左 

  仕掛品 

  個別法による原価法 

 仕掛品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

（当社及び国内連結子会社） 

 定率法（なお、主として器具備品の

うちパーソナルコンピューター等のＩ

Ｔ機器については経済的耐用年数に基

づき計算しております。） 

①有形固定資産 

（当社及び国内連結子会社） 

       同左 

 （在外連結子会社） 

定額法 

（在外連結子会社） 

       同左 
 ②無形固定資産 

商標権 

 10年間の定額法 

ソフトウェア（自社利用分） 

 社内における利用可能期間（２年～５

年）に基づく定額法 

②無形固定資産 

商標権 

        同左 

ソフトウェア（自社利用分） 

        同左 

 



項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

(3)重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

る計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

①貸倒引当金 

同左 

 ②賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は主として、

従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、将来の支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を計上しておりま

す。 

②賞与引当金 

同左 

 ③返品調整引当金 

 国内連結子会社は主として、製品の返

品による損失に備えるため、法人税法に

規定する売掛金基準による限度相当額を

計上しております。 

③返品調整引当金 

        同左 

 ④退職給付引当金 

 当社及び連結子会社において、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

 一部の連結子会社についての会計基準変

更時差異(29百万円)は、7年による均等額

を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（７年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとしておりま

す。 

④退職給付引当金 

        同左 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債並びに収

益及び費用は、在外子会社決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。 

同左 

(5)重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

①消費税等の会計処理方法 

同左 
 ②連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

②連結納税制度の適用 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

  

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、5年

又は20年で均等償却を行っております。 

  

       同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

  

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

  

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。なお、これによる損

益に与える影響はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （連結損益計算書） 

 「為替差益」は、前連結会計年度まで、営業外収

益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

連結会計年度において、営業外収益の総額の100分の

10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「為替差益」の金

額は4,582千円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 455,654千円 投資有価証券（株式） 321,686千円 

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式 

 124,056株であります。 

※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

 2,484株であります。 

４． 偶発債務  

             － 

５．         － 

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式 

 372,168株であります。 

※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

 4,166株であります。 

４．偶発債務  

      債務保証 

次の関係会社等について、銀行からの借入及び

賃貸人に対し債務保証を行っております。 

５． 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引先２行をアレンジャーとした貸出コミットメント

契約を締結しております。これらの契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

  

保証先 金額(千円)  内容  

 ㈱金芳堂 112,000  借入債務 

 ㈱メディコサイエンス 18,704 賃貸借契約 

     合 計 130,704  

貸出コミットメント 

ラインの総額 
5,000,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 5,000,000千円 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

荷造運賃 225,326千円 

販売印税 132,377千円 

広告宣伝費 194,818千円 

貸倒引当金繰入額 11,773千円 

役員報酬 161,918千円 

給与手当及び賞与 879,616千円 

賞与引当金繰入額 70,210千円 

退職給付費用 50,047千円 

減価償却費 118,552千円 

荷造運賃 200,655千円 

販売印税 158,862千円 

広告宣伝費 235,383千円 

貸倒引当金繰入額 22,430千円 

役員報酬 240,386千円 

給与手当及び賞与 1,367,803千円 

賞与引当金繰入額 92,475千円 

退職給付費用 48,992千円 

減価償却費 103,021千円 

連結調整勘定償却額 194,275千円 

商標権償却費 111,023千円 

※２．固定資産除却損の内容は、以下のとおりでありま

す。 

※２．固定資産除却損の内容は、以下のとおりでありま

す。 

器 具 備 品 7,161千円 

ソフトウェア 4,706千円 

     計 11,868千円 

建    物 19,099千円 

器 具 備 品  527千円 

ソフトウェア 5,532千円 

     計 25,159千円 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照 

   表に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照 

   表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年3月31日現在） 

現金及び預金同等物の期末残高と連結貸借対照表

の現金及び預金勘定の金額は一致しております。 

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに㈱メディカルトリビュー

ンを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債

の内訳並びに㈱メディカルトリビューン株式の取得

価額と㈱メディカルトリビューン取得のための支出

(純額)との関係は次のとおりであります。 

 

     (千円) 

流動資産  1,294,145  

固定資産  1,288,625  

連結調整勘定  3,716,900  

流動負債  △1,176,029  

固定負債  △1,177,101  

少数株主持分  △27,763  

株式の取得原価  3,918,777  

現金及び現金同等物  △365,839  

差引：取得のための支出  3,552,938  

(平成18年3月31日現在） 

現金及び預金同等物の期末残高と連結貸借対照表

の現金及び預金勘定の金額は一致しております。 

※２．                 － 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

1．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

1．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具備品 4,210 1,192 3,017 
    

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具備品 7,102 2,613 4,488 
    

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 820千円 

１年超 2,284千円 

合計 3,105千円 

１年内 1,406千円 

１年超 3,218千円 

合計 4,625千円 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 13,950千円 

減価償却費相当額 12,724千円 

支払利息相当額 429千円 

支払リース料 1,560千円 

減価償却費相当額 1,420千円 

支払利息相当額 196千円 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

       同左 

  



（有価証券関係） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

連結貸借対照
表計上額 
  （千円） 

時価
  （千円）

差額
 （千円）

連結貸借対照
表計上額 
  （千円） 

時価 
  （千円） 

差額
 （千円）

時価が連結貸借対照表計上額

を超えるもの 
      

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 1,100,760 1,108,598 7,838 400,190 401,064 874 

その他 － － － － － － 

小計 1,100,760 1,108,598 7,838 400,190 401,064 874 

時価が連結貸借対照表計上額

を超えないもの 
      

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 2,300,000 2,256,134 △43,866 500,000 491,875 △8,125 

その他 － － － － － － 

小計 2,300,000 2,256,134 △43,866 500,000 491,875 △8,125 

合計 3,400,760 3,364,732 △36,028 900,190 892,939 △7,251 



２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

４ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

取得原価 
  （千円） 

連結貸借対照
表計上額 
  （千円） 

差額
 （千円）

取得原価
  （千円）

連結貸借対照
表計上額 
  （千円） 

差額
 （千円）

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

株式 54,136 399,185 345,048 100,529 5,030,894 4,930,365 

債券       

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 54,136 399,185 345,048 100,529 5,030,894 4,930,365 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

株式 6,882 5,547 △1,334 6,882 6,091 △790 

債券       

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 180,815 167,996 △12,819 － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 187,697 173,543 △14,154 6,882 6,091 △790 

合計 241,834 572,728 330,894 107,411 5,036,986 4,929,575 

  売却原価（千円） 売却額（千円） 売却損（千円） 

 社債 1,800,000 1,666,940 133,060 

 売却理由 
発行会社の格付けが短期間に急激に低下したことにより、将来の資金回収に対す

る信用リスクが著しく高まったため 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
    （千円） 

売却損の合計額
    （千円）

売却額（千円）
売却益の合計額
    （千円） 

売却損の合計額
    （千円）

75,747 60,061 － 439,216 253,332 5,057 



５ 時価のない主な有価証券の内容 

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

（前連結会計年度） 

該当事項はありません。 

（当連結会計年度） 

該当事項はありません。 

２ 取引の時価等に関する事項 

（前連結会計年度） 

該当事項はありません。 

（当連結会計年度） 

該当事項はありません。 

種類 

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 416,631 1,213,193 

その他 － 99,598 

種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日）

１年以内 

 （千円） 

１年超 

５年以内 

 （千円） 

５年超 

10年以内 

 （千円） 

10年超 

 （千円） 

１年以内 

 （千円） 

１年超 

５年以内 

 （千円） 

５年超 

10年以内 

 （千円） 

10年超 

 （千円） 

債券         

国債・地方債等 － － － － － － － － 

社債 700,000 2,700,760 － － 400,190 596,000 － － 

その他 － － － － － － － － 

その他 － － － － － － － － 

合計 700,000 2,700,760 － － 400,190 596,000 － － 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、退職金規定に基づく退職一時金制度を採用しております。また、退職一時金制度とは

別に厚生年金基金制度（総合設立型）及び適格退職年金制度を採用しております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用の内訳 

（前連結会計年度） 

（注）当社グループは総合設立型厚生年金基金に加入しており、加入人員比率で計算した年金資産の合計額は、当連

結会計年度144,048千円であります。 

（当連結会計年度） 

（注）当社グループは総合設立型厚生年金基金に加入しており、加入人員比率で計算した年金資産の合計額は、当連

結会計年度178,455千円であります。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

前連結会計年度
 （平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
 （平成18年３月31日） 

(1)退職給付債務（千円） 620,923 639,834 

(2)年金資産（千円） △162,177 △193,043 

(3)未積立退職給付債務（千円）(1)＋(2) 458,746 446,791 

(4)未認識数理計算上の差異（千円） △30,328 △29,856 

(5)会計基準変更時差異の未処理額（千円） △12,594 △8,396 

(6)退職給付引当金（千円）(3)＋(4)＋(5) 415,824 408,538 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

(1)総合設立型厚生年金基金掛金（千円） 30,588 10,691 

(2)勤務費用 （千円） 60,314 97,237 

(3)利息費用 （千円） 7,814 8,366 

(4)数理計算上の差異の費用処理額 （千円） 3,884 5,359 

(5)退職給付費用（千円）(1)+(2)+(3)+(4) 102,602 121,655 

 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

 (1)退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 同左 

 (2)割引率 2.0% 同左 

 (3)数理計算上の差異の処理年数 ７年  同左 

 

（各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしており

ます。） 

  

 (3)会計基準変更時差異の処理年数 ７年  同左  

 

 一部の子会社についての会計基準

変更時差異(29百万円)は、7年による

均等額を費用処理することとしてお

ります。 

 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金損金算入限度超過額 52,527 

未払事業所税否認 3,572 

著作権償却否認 29,071 

退職給付引当金超過額 146,365 

一括償却資産損金算入限度超過額 8,038 

事業税否認 35,811 

繰越欠損金 691,444 

減価償却費繰入超過額 78,383 

その他 89,650 

繰延税金資産小計 1,134,864 

評価性引当額 △984,191 

繰延税金資産合計 150,672 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △15,857 

その他有価証券評価差額金 △138,848 

繰延税金負債合計 △154,705 

繰延税金資産の純額 △4,032 

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金損金算入限度超過額 58,642 

未払事業所税否認 3,747 

著作権償却否認 29,071 

退職給付引当金超過額 163,128 

一括償却資産損金算入限度超過額 8,019 

事業税否認 46,051 

繰越欠損金 585,489 

製品等評価損否認 37,067 

投資有価証券等評価損否認 59,937 

減価償却費繰入超過額 43,628 

その他 54,341 

繰延税金資産小計 1,089,124 

評価性引当額 △859,400 

繰延税金資産合計 229,723 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △9,522 

その他有価証券評価差額金 △2,005,991 

繰延税金負債合計 △2,015,514 

繰延税金資産の純額 △1,785,790 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

（千円） （千円）

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

流動資産－繰延税金資産 62,303

固定資産－繰延税金資産 －

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 66,336

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

流動資産－繰延税金資産 180,102

固定資産－繰延税金資産 19,981

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 1,985,874

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率  40.7%

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目  3.4%

住民税均等割額  0.7%

評価性引当額の増減  △24.3%

持分法による投資損失  1.9%

その他  △0.5%

税効果会計適用後の法人税率の負担率  21.9%

 法定実効税率  40.7%

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目  3.9%

住民税均等割額  0.7%

評価性引当額の増減  △12.8%

持分法による投資損失  1.0%

留保金課税   3.0%

連結調整勘定償却  7.8%

その他  0.3%

税効果会計適用後の法人税率の負担率  44.6%

    



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

 (1)デジタルメディア事業・・・デジタルメディアに主導されたコンテンツの発行及び関連する事業等 

（主な製品・サービス）インターネットによるITニュースサービス、PCソフト等の仕入商品 

 (2)出版メディア事業・・・・・書籍・雑誌等のメディアに主導されたコンテンツの発行及び関連する事業等

（主な製品・サービス）書籍、雑誌、ビデオ等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門にかかる費用であり、当連結会計年度は1,053,041千円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価

証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は8,388,720千

円であります。 

  
デジタル 
メディア事業 
（千円） 

出版メディア
事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 2,236,521 8,387,473 10,623,995 － 10,623,995 

(2）セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
158,755 13,035 171,791 (171,791) － 

計 2,395,277 8,400,509 10,795,787 (171,791) 10,623,995 

営業費用 2,335,853 7,240,199 9,576,052 748,394 10,324,447 

営業利益 59,423 1,160,310 1,219,734 (920,185) 299,548 

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 
     

資産 432,838 10,661,662 11,094,500 8,388,720 19,483,221 

減価償却費 43,985 68,602 112,588 76,599 189,188 

資本的支出 6,303 64,633 70,937 50,329 121,267 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

 (1)デジタルメディア事業・・・デジタルメディアに主導されたコンテンツの発行及び関連する事業等 

（主な製品・サービス）インターネットによるITニュースサービス、PCソフト等の仕入商品 

 (2)出版メディア事業・・・・・書籍・雑誌等のメディアに主導されたコンテンツの発行及び関連する事業等

（主な製品・サービス）書籍、雑誌、ビデオ等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門にかかる費用であり、当連結会計年度は1,146,668千円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価

証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は12,322,858千

円であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
デジタル 
メディア事業 
（千円） 

出版メディア
事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 2,687,833 13,309,680 15,997,513 － 15,997,513 

(2）セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
183,708 25,053 208,761 (208,761) － 

計 2,871,541 13,334,734 16,206,275 (208,761) 15,997,513 

営業費用 2,812,844 11,512,168 14,325,012 617,704 14,942,716 

営業利益 58,697 1,822,565 1,881,262 (826,465) 1,054,796 

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 
     

資産 918,760 10,793,345 11,712,106 12,322,858 24,034,964 

減価償却費 7,785 99,555 107,341 67,188 174,529 

資本的支出 37,897 106,727 144,624 204,843 349,468 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  該当事項はありません。 

２ 役員及び個人主要株主等 

   （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  顧問料の支払についての価格その他の取引条件は、一般取引条件と同様に決定しております。 

  ２．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 子会社等 

該当事項はありません。 

４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  該当事項はありません。 

２ 役員及び個人主要株主等 

   （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  顧問料の支払についての価格その他の取引条件は、一般取引条件と同様に決定しております。 

  ２．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 子会社等 

該当事項はありません。 

４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

属性 氏名 住所 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引内容
取引金
額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼務等 
事業上
の関係 

当社役

員 
松本伸也 － － 弁護士 － － 

顧問弁

護士 

顧問料の支払

い 
2,400 － － 

属性 氏名 住所 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引内容
取引金
額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼務等 
事業上
の関係 

当社役

員 
松本伸也 － － 弁護士 － － 

顧問弁

護士 

顧問料の支払

い 
2,400 －   



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 

 

110,277円30銭

１株当たり当期純利益金額 

 

     2,501円56銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
 2,489円86銭

 当社は、平成17年８月22日付で株式１株につき３株

の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前連結会計年度期首に行われ

たと仮定した場合の前連結会計年度における１株当た

り情報については、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 

 

     45,236円57銭

１株当たり当期純利益金額 

 

     1,346円70銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
 1,337円16銭

１株当たり純資産額 

 

     36,759円10銭

１株当たり当期純利益金額 

 

     833円85銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
 829円95銭



項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 308,319 509,554 

普通株主に帰属しない金額（千円） 4,400 15,250 

 （うち利益処分による取締役賞与金） (4,400) (15,250) 

普通株式に係る当期純利益(千円) 303,919 494,304 

普通株式の期中平均株式数（株） 121,491.88 367,049.47 

   

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） 570.86 2,619.49 

  （うち新株予約権） (570.86) (2,619.49) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成15年６月25日定時株主

総会決議による新株予約権

の数は1,375個であります。

これらの詳細は、「第４ 

提出会社の状況、１ 株式

等の状況、（２） 新株予

約権等の状況」に記載の通

りであります。 

ゴールドマン・サックス証

券会社を割当先とする第６

回新株予約権は、行使特約

条件付き買取契約により、

権利行使可能な新株予約権

の個数、権利行使の開始及

び終了を通知し、割当先は

当社の通知の範囲内でのみ

権利行使を行えるスキーム

となっております。当連結

会計年度においては、上記

条件を満たしていないため

当該算定には含めておりま

せん。これらの詳細は、

「第４ 提出会社の状況、

１ 株式等の状況、（２）

新株予約権等の状況」に記

載の通りであります。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 平成17年５月26日開催の取締役会において、下記のとお

り株式の分割(無償交付)を行うことを決議いたしました。

株式分割の概要は以下のとおりであります。 

平成17年８月22日付をもって、次のとおり普通株式１株を

３株に分割する。 

 (1) 分割の方法 

平成17年６月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載または記録された株主並びに端株原簿に記載

または記録された端株主の所有株式数を、１株につ

き３株の割合をもって分割する。 

 (2) 分割により増加する株式数 

株式の分割前の当社発行済株式総数    124,056株

株式の分割により増加する株式数     248,112株

株式の分割後の当社発行済株式総数    372,168株

配当起算日            平成17年4月1日

なお、上記の株式数につきましては、当連結会計年

度末の株式数を基に算出しており、それ以降に新株

予約権の行使等により株式数に変更があった場合に

は、上記株式数とは異なる場合があります。 

 (3) 会社が発行する株式の総数の増加 

商法第218条第２項の規定に基づき、平成17年８月22

日付をもって当社定款第５条を変更し、発行する株

式の総数を827,040株増加して1,240,560株とする。 

(4) 当該株式分割が前連結会計年度期首に行われたと仮

定した場合の前連結会計年度年度における１株当た

り情報及び当連結会計年度期首に行われたと仮定し

た場合の当連結会計年度における１株当たり情報

は、次のとおりとなります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 

       36,197円20銭        36,759円10銭

1株当たり当期純損失 1株当たり当期純利益 

       1,096円25銭         833円85銭

 なお、潜在株式調整後1株

当たり当期純利益について

は、1株当たり当期純損失が

計上されているため記載し

ておりません。 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

 

        829円95銭

 

 当社は、中国におけるデジタルメディア事業への参入及

び純投資を目的として中国のChina Byteグループの持株会

社Yesky.com, Inc.に対し、平成18年6月７日に出資いたし

ました。 

 出資の概要は以下のとおりであります。 

（1）投資目的 

 China Byteグループが運営するデジタルニュースサイト

に当社メディアグループのニュース情報を提供すること

で、中国におけるデジタルメディア事業の基盤を構築する

こと、また、当該出資によるキャピタルゲインを目的とし

ています。 

（2）出資内容 

 出資会社            Yesky.com, Inc. 

                         (ケイマン諸島)  

 出資日              平成18年６月７日 

 出資金額             US$10,000,000 

 出資後当社議決権比率     19.99％ 

 支払資金の調達        自己資金 

  

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１.「平均利率」については借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

特記すべき事項はありません。 

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金 1,200,000 106,076 1.2 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 200,000 232,000 1.0 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,150,000 971,000 1.0 平成22年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 2,550,000 1,309,076 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 262,000 292,000 412,000 5,000 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   1,909,846   2,549,019  

２ 売掛金 ※３  54,513   56,988  

３ 有価証券   700,000   400,190  

４ 前払費用   26,511   18,256  

５ 繰延税金資産   55,800   111,600  

６ 短期貸付金 ※３  68,000   329,500  

７ 未収入金 ※３  458,650   399,936  

８ その他   23,840   17,406  

流動資産合計   3,297,162 23.3  3,882,897 21.0 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物  126,658   106,834   

減価償却累計額  56,592 70,065  53,795 53,039  

(2）器具備品  287,479   308,710   

減価償却累計額  259,193 28,285  272,617 36,093  

有形固定資産合計   98,351 0.7  89,132 0.5 

２ 無形固定資産        

(1）ソフトウェア   97,418   228,563  

無形固定資産合計   97,418 0.7  228,563 1.2 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券   3,628,031   6,771,563  

(2）関係会社株式   6,971,547   7,458,224  

(3) 敷金・保証金   59,720   62,546  

(4) 保険積立金   27,439   27,439  

投資その他の資産合計   10,686,738 75.3  14,319,773 77.3 

固定資産合計   10,882,508 76.7  14,637,469 79.0 

資産合計   14,179,671 100.0  18,520,366 100.0 

        

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 短期借入金   800,000   100,000  

２ 未払金 ※３  103,119   149,215  

３ 未払費用   2,735   6,811  

４ 未払法人税等   32,952   12,869  

５ 預り金   943   1,451  

６ 賞与引当金   6,959   7,303  

７ 新株予約権   －   50,000  

８ その他   86   －  

流動負債合計   946,797 6.7  327,651 1.8 

Ⅱ 固定負債        

１ 繰延税金負債   122,766   1,982,945  

２ 退職給付引当金   －   211  

固定負債合計   122,766 0.8  1,983,156 10.7 

負債合計   1,069,563 7.5  2,310,808 12.5 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  5,315,900 37.5  5,315,900 28.7 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  1,328,975   1,328,975   

２ その他資本剰余金        

(1) 資本準備金減少差益  8,470,700   6,462,187   

(2) 自己株式処分差益  －   2,911   

資本剰余金合計   9,799,675 69.1  7,794,074 42.1 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  5,790   －   

２ 任意積立金          

(1) 特別償却準備金  22,923   16,050   

３ 当期未処分利益又は   
当期未処理損失(△) 

 △2,021,175   313,582   

利益剰余金合計   △1,992,462 △14.0  329,633 1.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  178,871 1.3  2,888,755 15.5 

Ⅴ 自己株式 ※２  △191,876 △1.4  △118,804 △0.6 

資本合計   13,110,107 92.5  16,209,558 87.5 

負債・資本合計   14,179,671 100.0  18,520,366 100.0 

        



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比

（％） 
金額（千円） 

百分比

（％） 

Ⅰ 売上高    2,929,417 100.0  － － 

Ⅱ 売上原価        

１ 製品期首たな卸高  245,252   －   

２ 当期製品製造原価  1,805,432   －   

合計  2,050,685   －   

３ 会社分割に伴う減少高  283,796     －     

４ 製品期末たな卸高  － 1,766,889 60.3 － － － 

  売上総利益   1,162,528 39.7  － － 

  返品調整引当金繰入額   6,308 0.2  － － 

  
  差引売上総利益 

  1,156,220 39.5  － － 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 
※３ 

 1,382,571 47.2  － － 

営業損失    226,351 △7.7  － － 

Ⅰ 営業収益 
※１ 
※２ 

 － －  935,653 100.0 

Ⅱ 営業費用 ※１            

   販売費及び一般管理費 
※２ 
※３ 

－ － － 891,800 891,800 95.3 

営業利益    － －  43,852 4.7 

Ⅲ 営業外収益        

１ 受取利息 ※２ 8,101   3,995   

２ 有価証券利息  53,753   31,552   

３ 受取配当金 ※２ 116,000   619   

４ 為替差益   －   22,212   

５ その他  5,354 183,209 6.2 377 58,757 6.3 

Ⅳ 営業外費用        

１ 支払利息  10,999   6,498   

２ 支払手数料  －   50,316   

３ 新株発行費等    －   24,243   

４ その他  495 11,494 0.4 360 81,419 8.7 

経常利益又は 
経常損失（△） 

  △54,636 △1.9  21,190 2.3 

 



    
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比

（％） 
金額（千円） 

百分比

（％） 

Ⅴ 特別利益        

１ 投資有価証券売却益   60,061 60,061 2.1 253,332 253,332 27.1 

Ⅵ 特別損失        

１ 固定資産除却損 ※４ 7,161   17,841   

２ 有価証券売却損  －   25,000   

３ 投資有価証券売却損   －   113,117   

４ 投資有価証券評価損  49,283   18,037   

５ 子会社株式評価損  － 56,445 1.9 83,694 257,690 27.6 

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 

  △51,019 △1.7  16,832 1.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 △342,018   △240,950   

法人税等調整額  △55,800 △397,818 △13.5 △55,800 △296,750 △31.7 

当期純利益   346,798 11.8  313,582 33.5 

前期繰越損失   2,367,974   －  

当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

  △2,021,175   313,582  

        



製造原価明細書 

（注） 

    
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  273,646 14.7 － － 

Ⅱ 労務費 ※１ 401,653 21.6 － － 

Ⅲ 外注費 ※２ 727,661 39.0 － － 

Ⅳ 経費 ※３ 459,671 24.7 － － 

当期総製造費用  1,862,633 100.0 － － 

期首仕掛品たな卸高  34,660  －  

合計  1,897,293  －  

会社分割に伴う減少高  91,860  －  

当期製品製造原価  1,805,432  －  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１ 労務費には次の費目が含まれております。 ※１          － 

賞与引当金繰入額 40,317千円 

退職給付費用 19,224千円 

 

※２ 外注費の主な内容は印刷製本費であります。 ※２          － 

※３ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※３          － 

印税原稿料 271,202千円 

減価償却費 12,628千円 

 

〇 原価計算の方法 

 実際原価による個別原価計算制度を採用しておりま

す。 

〇 原価計算の方法 

            － 



③【利益処分計算書及び損失処理計算書】 

    
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月24日） 
    

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月24日）

区分 
注記

番号 
金額（千円） 区分 

注記

番号 
金額（千円） 

(当期未処理損失の処理)    (当期未処分利益の処分)    

Ⅰ 当期未処理損失   2,021,175 Ⅰ 当期未処分利益   313,582 

Ⅱ 損失処理額    Ⅱ 任意積立金取崩額    

 1. 任意積立金取崩額      特別償却準備金取崩額  6,872 6,872 

  特別償却準備金取崩額  6,872         合計    320,455 

 ２．その他資本剰余金取
崩額 

 2,008,513    Ⅲ 利益処分額        

 ３．利益準備金取崩額  5,790 2,021,175   １. 配当金  58,880   

Ⅲ 次期繰越損失     －   ２. 取締役賞与金   10,000 68,880 

(その他資本剰余金の処分)        Ⅳ 次期繰越利益    251,575 

Ⅰ その他資本剰余金    8,470,700        

Ⅱ その他資本剰余金処分額           

 １．当期未処理損失処理
に充当 

 2,008,513 2,008,513        

Ⅲ その他資本剰余金次期繰
越額 

  6,462,187       

        



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(3) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

（なお、器具備品のうちパーソナルコ

ンピューター等のＩＴ機器については

経済的耐用年数に基づき計算しており

ます。） 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

 (2) 無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分） 

 社内における利用可能期間（２年～

５年）に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

３．繰延資産の処理方法         － 新株発行費等 

 支出時に費用処理しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物等為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上する方

法を採用しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

 (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（７年）

による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

(3)退職給付引当金 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借処理に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理方法 

同左 

 (2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

(2) 連結納税制度の適用 

    同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。なお、これによる損益に

与える影響はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （損益計算書） 

 「為替差益」は、前事業年度まで、営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業

年度において、営業外収益の総額の100分の10を超え

たため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「為替差益」の金額は

4,577千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 413,520株 

発行済株式総数 普通株式 124,056株 

授権株式数   普通株式 1,240,560株 

発行済株式総数 普通株式 372,168株 

※２．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

2,484株であります。 

※２．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式4,166株

であります。 

※３．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて

いる関係会社に対するものは次のとおりであり

ます。 

※３．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 54,513千円 

短期貸付金 68,000千円 

未収入金 374,722千円 

未払金 36,578千円 

売掛金 56,988千円 

短期貸付金 329,500千円 

未収入金 260,383千円 

未払金 45,795千円 

４．配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は178,871千円

であります。 

４．配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を付し

たことにより増加した純資産額は2,888,755千円でありま

す。 

５．         － ５． 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

先２行をアレンジャーとした貸出コミットメント契約

を締結しております。これらの契約に基づく当事業年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメント 

ラインの総額 
5,000,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 5,000,000千円 

６．偶発債務 

            － 

６．偶発債務 

    債務保証 

次の会社について、銀行からの借入に対し債務保証

を行っております。 

保証先 金額(千円) 内容  

 ㈱編集工学研究所 52,000 借入債務  



（損益計算書関係） 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１．         － ※１．当社は、平成16年10月１日に、分社型新設分割の

方法により設立した「株式会社インプレス」に、

出版事業等の営業の一切を承継させるとともに、

自らは持株会社に移行いたしました。 

 これにより、売上高に関しては、前事業年度ま

では出版事業等に係る製品等の売上が中心であり

ましたが、当事業年度からは関係会社からの配当

収入、運営費収入等の収益だけとなりましたの

で、これらを「営業収益」とし、また「営業費

用」の区分を設け、営業収益に係る販売費及び一

般管理費を表示することといたしました。 

※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

販売手数料 177,395千円 

受取利息 7,646千円 

受取配当金 116,000千円 

※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

営業収益    

  受取手数料 561,653千円 

  受取配当金 374,000千円 

営業費用    

  支払手数料 190,578千円 

営業外収益    

  受取利息 3,920千円 

※３．販売費に属する費用のおおよその割合は19.8％、

 一般管理費に属する費用のおおよその割合は 

80.2％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※３．販売費に属する費用はなく、全て一般管理費に属

する費用であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

販売手数料 177,395千円 

販売印税 39,837千円 

広告宣伝費 56,216千円 

役員報酬 58,601千円 

給与手当及び賞与 293,439千円 

賞与引当金繰入額 6,959千円 

退職給付費用 17,755千円 

地代家賃 92,781千円 

減価償却費 102,479千円 

支払手数料 200,185千円 

役員報酬 64,376千円 

給与手当及び賞与 112,514千円 

賞与引当金繰入額 7,303千円 

退職給付費用 1,356千円 

地代家賃 54,822千円 

減価償却費 69,208千円 

消耗品費 50,186千円 

支払手数料 314,311千円 

顧問料 45,971千円 

※４．固定資産除却損の内容は、以下のとおりでありま

す。 

※４．固定資産除却損の内容は、以下のとおりでありま

す。 

器具備品 7,161千円 建  物 17,761千円 

器具備品 79千円 

  計 17,841千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

  前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年

３月31日）における子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

    該当事項はありません。 

 

    該当事項はありません。 

 

２．未経過リース料期末残高相当額  

 

    該当事項はありません。 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

 

支払リース料 11,095千円 

減価償却費相当額 10,149千円 

支払利息相当額 226千円 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 



（税効果会計関係） 

前事業年度
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

  の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

  の内訳 

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 2,832千円 

未払事業税否認 12,919千円 

未払事業所税否認 911千円 

一括償却資産損金算入限度超過額 2,546千円 

繰越欠損金 623,532千円 

減価償却費繰入超過額 72,143千円 

その他 245千円 

繰延税金資産小計 715,130千円 

評価性引当額 △647,822千円 

繰延税金資産合計 67,307千円 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △11,507千円 

その他有価証券評価差額金 △122,766千円 

繰延税金負債合計 △134,274千円 

合計 △66,966千円 

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 2,972千円 

未払事業税否認 4,745千円 

未払事業所税否認 374千円 

一括償却資産損金算入限度超過額 2,068千円 

繰越欠損金 436,274千円 

減価償却費繰入超過額 33,767千円 

子会社株式評価損否認 34,063千円 

その他 481千円 

繰延税金資産小計 514,749千円 

評価性引当額 △396,358千円 

繰延税金資産合計 118,390千円 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △6,790千円 

その他有価証券評価差額金 △1,982,945千円 

繰延税金負債合計 △1,989,736千円 

合計 △1,871,345千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 

  税引前当期純損失を計上しているため、記載してお

  りません。 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 

 法定実効税率  40.7%

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目  8.2%

住民税均等割額  7.2%

評価性引当額の増減  △381.4%

連結法人税個別帰属額受払  △1438.6%

その他  0.9%

税効果会計適用後の法人税率の負担率  △1763.0%



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 

 

   107,839円07銭

１株当たり当期純利益金額 

 

     2,854円50銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
 2,841円15銭

 当社は、平成17年８月22日付で株式１株につき３株

の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 

 

    44,020円38銭

１株当たり当期純利益金額 

 

     827円09銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
  821円23銭

１株当たり純資産額 

 

    35,946円36銭

１株当たり当期純利益金額 

 

     951円50銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
 947円05銭



項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 346,798 313,582 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 10,000 

 （うち利益処分による取締役賞与金） － (10,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 346,798 303,582 

普通株式の期中平均株式数（株） 121,491.88 367,049.47 

   

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） 570.86 2,619.49 

  （うち新株予約権） (570.86) (2,619.49) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成15年６月25日定時株主

総会決議による新株予約権

の数は1,375個であります。

これらの詳細は、「第４ 

提出会社の状況、１ 株式

等の状況、（２） 新株予

約権等の状況」に記載の通

りであります。 

ゴールドマン・サックス証

券会社を割当先とする第６

回新株予約権は、行使特約

条件付き買取契約により、

権利行使可能な新株予約権

の個数、権利行使の開始及

び終了を通知し、割当先は

当社の通知の範囲内でのみ

権利行使を行えるスキーム

となっております。当事業

年度においては、上記条件

を満たしていないため、当

該算定には含めておりませ

ん。これらの詳細は、「第

４ 提出会社の状況、１ 

株式等の状況、（２） 新

株予約権等の状況」に記載

の通りであります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 平成17年５月26日開催の取締役会において、下記のとお

り株式の分割(無償交付)を行うことを決議いたしました。

株式分割の概要は以下のとおりであります。 

平成17年８月22日付をもって、次のとおり普通株式１株を

３株に分割する。 

 (1) 分割の方法 

平成17年６月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載または記録された株主並びに端株原簿に記載

または記録された端株主の所有株式数を、１株につ

き３株の割合をもって分割する。 

 (2) 分割により増加する株式数 

株式の分割前の当社発行済株式総数    124,056株

株式の分割により増加する株式数     248,112株

株式の分割後の当社発行済株式総数    372,168株

配当起算日            平成17年4月1日

なお、上記の株式数につきましては、当事業年度末

の株式数を基に算出しており、それ以降に新株予約

権の行使等により株式数に変更があった場合には、

上記株式数とは異なる場合があります。  

 (3) 発行する株式の総数の増加 

商法第218条第２項の規定に基づき、平成17年８月22

日付をもって当社定款第５条を変更し、発行する株

式の総数を827,040株増加して1,240,560株とする。 

(4) 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当事業年度における１株当

たり情報は、次のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 

       35,191円13銭        35,946円36銭

1株当たり当期純損失 1株当たり当期純利益 

       3,192円53銭         951円50銭

 なお、潜在株式調整後1株

当たり当期純利益について

は、1株当たり当期純損失が

計上されているため記載し

ておりません。 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

 

        947円05銭

 

 当社は、中国におけるデジタルメディア事業への参入及

び純投資を目的として中国のChina Byteグループの持株会

社Yesky.com, Inc.に対し、平成18年6月７日に出資いたし

ました。 

 出資の概要は以下のとおりであります。 

（1）投資目的 

 China Byteグループが運営するデジタルニュースサイト

に当社メディアグループのニュース情報を提供すること

で、中国におけるデジタルメディア事業の基盤を構築する

こと、また、当該出資によるキャピタルゲインを目的とし

ています。 

（2）出資内容 

 出資会社            Yesky.com, Inc. 

                         (ケイマン諸島)  

 出資日              平成18年６月７日 

 出資金額             US$10,000,000 

 出資後当社議決権比率     19.99％ 

 支払資金の調達        自己資金 

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

㈱ファンコミュニケーションズ 6,435 4,678,245 

㈱アクアキャスト 1,093 316,157 

ＥＣジャパン㈱ 1,000 188,000 

ダブルクリック㈱ 2,641 169,552 

㈱ドゥ・ハウス 65,000 130,000 

㈱オーケイウェブ 705 109,500 

５disistar㈱ 700 105,000 

㈱メディアグリット 1,000 100,000 

㈱マクロミル・ドット・コム 244 97,844 

㈱パピレス 200 50,000 

その他非上場15銘柄 930,177 124,521 

計 1,009,195 6,068,819 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額
（千円） 

有価証券 

満期保有

目的の債

券 

アンデス開発公社 円債 400,000 400,190 

小計 400,000 400,190 

投資有価証券 

満期保有

目的の債

券 

大韓住宅公社 サムライ債 200,000 200,000 

Boots Group plc ユーロ円債 300,000 300,000 

小計 500,000 500,000 

その他有

価証券 

㈱メディアグリット 

第1回無担保転換社債型新株予約権付社債 
96,000 96,000 

計 996,000 996,190 

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

（投資事業有限責任組合への出資） 

  ジャフコＶ2-Ｃ号投資事業有限責任組合 
1口 99,598 

新株予約権証券（１銘柄） 500個 7,145 

               計   106,743 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

    ２．建物の当期減少額は、レイアウト変更に伴う付属設備除却によるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 126,658 12,947 32,770 106,834 53,795 12,211 53,039

器具備品 287,479 22,819 1,588 308,710 272,617 14,933 36,093

有形固定資産計 414,137 35,766 34,359 415,545 326,412 27,144 89,132

無形固定資産        

ソフトウェア 698,820 173,208 － 872,028 643,465 42,063 228,563

無形固定資産計 698,820 173,208 － 872,028 643,465 42,063 228,563

建物  レイアウト変更による工事等  9,149千円

器具備品  サーバー等  21,615千円

ソフトウエア  基幹システム関連  153,363千円

  直販システム関連  11,052千円



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期における発行済株式数の増加は、平成17年８月22日付をもって１株を３株に分割したことによるもので

あります。 

２．当期末における自己株式数は、4,166.68株であります。 

３．その他資本剰余金の減少の原因は、下記の通りであります。 

    資本準備金減少差益の減少は、前期決算の損失処理によるものであります。 

    自己株式処分差益の減少は、自己株式処分差損を減額したものであります。 

４．その他資本剰余金の増加は、新株予約権の行使により自己株式を処分したことによるものであります。 

５．利益準備金の減少は、前期決算の損失処理によるものであります。 

６．任意積立金の当期減少額は、前期決算の損失処理によるものであります。 

【引当金明細表】 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 5,315,900 － － 5,315,900 

資本金のう

ち既発行株

式 

普通株式 (注)１,２ (株) (124,056) (248,112) － (372,168) 

普通株式 (千円) 5,315,900 － － 5,315,900 

計 (株) (124,056) (248,112)  － (372,168) 

計 (千円) 5,315,900 － － 5,315,900 

資本準備金

及びその他

資本剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金  (千円) 1,328,975 － － 1,328,975 

（その他資本剰余金）      

資本準備金減少差益 (注)３ (千円) 8,470,700 － 2,008,513 6,462,187 

自己株式処分差益 (注)３,４ (千円) － 16,438 13,526 2,911 

計 (千円) 9,799,675 16,438 2,022,039 6,465,099 

利益準備金

及び任意積

立金 

（利益準備金） (注)５ (千円) 5,790 － 5,790 － 

（任意積立金）      

特別償却準備金 (注)６ (千円) 22,923 － 6,872 16,050 

計 (千円) 28,713 － 12,662 16,050 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

賞与引当金 6,959 7,303 6,959 － 7,303 

退職給付引当金 － 211 － － 211 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

内訳 金額（千円） 

現金 688 

預金  

（当座預金） 147,255 

（普通預金） 2,401,075 

合計 2,549,019 

相手先 金額（千円） 

㈱インプレス 25,452 

㈱リットーミュージック 13,439 

㈱Impress Watch 8,500 

㈱エムディエヌコーポレーション 5,149 

㈱インプレスコミュニケーションズ 3,173 

㈱編集工学研究所 957 

㈱クリエイターズギルド 315 

合計 56,988 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) × 100
───── 
(A) ＋ (B) 

(A) ＋ (D)
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

54,513 592,448 589,974 56,988 91.2 34 



ハ 関係会社株式 

 （注）㈱リーディングスタイルは、平成18年４月１日付で㈱hon.jpに商号変更しております。 

② 負債の部 

イ 繰延税金負債 

繰延税金負債は、1,982,945千円であり、その内容については「２ 財務諸表等 （1）財務諸表 注記事項

（税効果会計関係）」に記載しております。 

(3）【その他】 

特記すべき事項はありません。 

区分 金額（千円） 

㈱メディカルトリビューン 3,918,777 

㈱インプレス 1,849,512 

㈱リットーミュージック 491,409 

㈱インプレスコミュニケーションズ 260,000 

Impress Capital Inc. 138,099 

㈱エムディエヌコーポレーション  134,851 

㈱Impress Watch 115,913 

㈱編集工学研究所 91,305 

㈱近代科学社 90,000 

㈱クリエイターズギルド 75,500 

㈱シンクイット 30,000 

㈱リーディングスタイル 20,000 

その他 242,855 

合計 7,458,224 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当社は、端株原簿を作成しております。また、当社定款の定めにより、端株主は、金銭による剰余金の配当

（以下「配当金」）を受け取る権利を有しております。なお、配当金及び中間配当金に関する基準日は、上記

のとおりであります。 

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで 

定時株主総会 毎年６月 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券、10株券、１株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え・株券喪失登録  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

証券代行部 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録手数料 株券喪失登録１件につき 10,000円 

端株の買取り  

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

証券代行部 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店・全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
電子公告（ただし、やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲

載する方法により行う。）http://www.impressholdings.com/ir/ 

株主に対する特典 

１．株主優待の方法 

年度内１回、毎年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主に対し、株主優待制度を実施する。  

２．贈呈基準 

上記１．に基づく、毎年９月30日現在の保有株式数に応じた贈呈（具

体的基準については未定）。 

３．贈呈内容 

当社グループ会社の運営するＥＣサイト「インプレスダイレクト」の

買い物ポイントを、保有株式数に応じて付与する。 

４． 申込有効期限 

（未定） 

５． 実施開始時期 

（未定） 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第13期）（自平成16年４月１日至平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 

２ 臨時報告書 

平成17年４月６日関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。 

３ 臨時報告書 

平成17年５月２日関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条２項第２号の２（新株予約権の発行）に基づく臨時報告書であります。 

４ 有価証券届出書（参照方式） 

平成17年10月19日関東財務局長に提出 

５ 半期報告書 

事業年度（第14期中）（自平成17年４月１日至平成17年９月30日）平成17年12月14日関東財務局長に提出 

６ 臨時報告書 

平成18年５月１日関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条２項第２号の２（新株予約権の発行）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

株式会社インプレスホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社インプレス

ホールディングスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社インプ

レスホールディングス及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 幸 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 元 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 井 克 之 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２４日

株式会社インプレスホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社インプレス

ホールディングスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社インプ

レスホールディングス及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年６月７日にYesky.com, Inc.へ出資した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 井 克 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

株式会社インプレスホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社インプレス

ホールディングスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社インプレス

ホールディングスの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 幸 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 元 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 井 克 之 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２４日

株式会社インプレスホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社インプレス

ホールディングスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社インプレス

ホールディングスの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年６月７日にYesky.com, Inc.へ出資した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 井 克 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 
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